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１．調査目的 
本調査は、県の丹沢大山保全対策事業の一部として、森林内の表面土壌浸食に対応して緊急的

に新手法の開発と総合的流域保全構想を提案することを目的として実施する。実施にあたっては、

平成 16 年より 2 ヵ年で実施している丹沢大山総合調査における政策検討作業と連携して進める

ものとする。 
 
２．調査範囲 
丹沢大山保全計画 保全再生重点区域（中津川エリア） 

中津川エリアの位置は、図 2.1 および図 2.2 に示すとおりである。 
    
３．調査内容 
３．１保全対策事業実績検証 

（１）実績整理の対象事業 

   調査範囲について、以下に示す県の保全対策事業（平成11年度～16年度）の実績を整理

し、検証を行った。 

  ・丹沢大山自然環境保全対策事業（県単独） 

  ・自然公園（等）施設整備事業 

  ・野生鳥獣保護管理適正化事業 

  ・ニホンジカ保護管理事業（Ｈ15～） 

  ・治山事業、保安林改良・保育事業 

  ・造林事業 

  ・県民の森管理事業 

  ・水源林整備事業 

（２）事業実績の整理 

   位置情報、事業量の推移等を一覧表に整理した後、概要をまとめた。 

（３）事業実績検証に必要な情報の整理 

  既往資料をもとに中津川エリアの履歴情報を空間履歴図、年表等に整理した。作業にあ

たっては、丹沢大山総合調査の情報整備チームと連携し実施するものとした。 

 

３．２検討委員会開催事務 

土壌保全の新手法開発と総合的流域保全構想について検討する委員会の開催事務、資料作成お

よび結果取りまとめを行った。 

（１）検討委員会の設置 

表3.1に示す構成員による検討委員会を設置した。 

（２）検討委員会の開催 

 4回の検討委員会を開催するとともに、委員会開催記録取りまとめ、議事録等を取りま

とめた。 
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表 3.1 検討委員会の構成員 

 氏 名 所 属 役 職 
鈴木雅一 

 
東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  
石川芳治 

 
東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 

（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  
羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 

（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 
富村周平 株式会社富村環境事務所 代表取締役 

（山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部門】 

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
（シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部門】 

中村道也 NPO 法人丹沢自然保護協会 理事長 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 世話人代表 

 環境農政部緑政課  
 環境農政部緑政課自然公園班 
 環境農政部緑政課自然公園班 

 環境農政部森林課森林土木班 
 県央地域県政総合センタ－農政部森林課 
 自然環境保全センタ－県有林部 

オブザ－バ－ 
 

 自然環境保全センタ－自然保護公園部 

自然環境保全センタ－ 事務局  
アジア航測株式会社 
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３．３流域変遷調査 

委員会での総合的流域保全構想の検討資料とするために、県の丹沢大山保全対策事業以外に必

要な流域の変遷情報を整理し取りまとめた。 

（１）対象区域 

       丹沢大山保全計画 保全再生重点区域（中津川エリア）のうちの塩水川流域を中心とし

た。 

（２）対象分野 

    土壌侵食分野（崩壊地等） 

    土壌侵食関連分野(植生分野、人工林施業分野、ニホンジカ生息分野) 

 （３）整理・取りまとめ方針 

        前記分野で、既存文献やデータをもとに自然環境そのものの変化及び人為・自然のイン

パクトに視点をあてて流域の長期的変遷を整理した。土壌侵食分野では、特に過去の空中

写真を元に現在との比較を行った。 

        位置情報は、丹沢大山総合調査の情報整備チームと連携しデータの加工作業を行った。
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図 2.1 中津川エリアの位置 

中津川エリア 
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図 2.2 中津川エリア 
 
 

 

■区域の概要 面積：4,967ha
特別保護地区　　　　300ha

800m以上　　　　　 955ha
県有林　　　　　　　　2,505ha
水源対象森林　　　1,080ha
針広別（針1,890ha,広3,077ha
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４．保全対策事業実績検証 
 
４．１対象事業の実績整理 
 （１）丹沢大山地区の実績整理 
平成 11 年度から平成 16 年度にかけて、丹沢大山地区で実施した森林整備事業について、「丹

沢大山保全対策 主要プロジェクト実績調査表」および「県央ＤＡＴＡ台帳」より整理し、以

下に示す様式でデーターベース化した。データーベース化した「丹沢・大山保全対策施策・事

業一覧表」は、巻末の資料編に示す。なお、実績整理の対象事業の一覧は表 4.1 に以下に示す

とおりである。 
 
□データーベース化のフォーマット 

丹沢大山保全計画 施策・事業体系   

ID 

 基本方針 

 

主要施策 

 

主要プロジェクト 構成事業 

()書きは関連事業

 

年

度 

 

事業名 

 

 

細細事業名 

 

 
数   量 

森林整備 鹿柵設置 

 

実施機関 

 

 

市町村 

・大字  

 

 

地名・  

路線名 

 

 

実施内容 

 森 林

整備 

単位 延長 単位 面積 単位 

 

金額 

(千円)

 

 
 

総額 

(千円） 

 

按分額 

(千円） 

 

大流域名 

 

 

エリア 

外 

 

小流域名 

 

 

目標林型 

 

 

重 点 管

理区域 

 

工 事 実

施機関 

 

備 考 
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表 4.1 実績整理の対象事業の一覧表 
事  業  名 担 当 部 署 

○丹沢大山自然環境保全対策事業（県単独） 自然環境保全センター自然保護公園部 
○自然公園（等）施設整備事業 自然環境保全センター自然保護公園部 
○野生鳥獣保護管理適正化事業 自然環境保全センター自然保護公園部 
○ニホンジカ保護管理事業（Ｈ15～） 自然環境保全センター自然保護公園部 
○植生回復事業 自然環境保全センター自然保護公園部 
○県民参加促進事業 自然環境保全センター自然保護公園部 

○特定鳥獣モニタリング調査事業 自然環境保全センター自然保護公園部 

○県営林造林事業 自然環境保全センター県有林部 

○県民の森管理事業 自然環境保全センター県有林部 

○広域水源地域森林整備事業 自然環境保全センター県有林部 
○NTT 複層林整備事業 自然環境保全センター県有林部 
○育成複層林整備事業 自然環境保全センター県有林部 
○育成単層林整備事業 自然環境保全センター県有林部 
○長期育成循環森林整備事業 自然環境保全センター県有林部 

○森林空間総合整備事業 自然環境保全センター県有林部 

○林産事業 自然環境保全センター県有林部  

○機能多様化森林整備事業 自然環境保全センター県有林部 

○緊急地域雇用創出特別対策事業 自然環境保全センター県有林部 

○野生鳥獣共存の森整備事業 自然環境保全センター県有林部 

○花粉症緊急特別対策森林整備事業 自然環境保全センター県有林部 

○水源林整備事業 水源の森推進課 

○水源地域森林整備事業 水源の森推進課 

○やどりき水源林整備事業 森林課（林務課） 

○治山事業、保安林改良・保育事業  森林課（林務課） 

○水源森林総合整備事業 森林課（林務課） 

○森林水環境整備事業 森林課（林務課） 

○複層林型保安林整備推進事業 森林課（林務課） 
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 神奈川県における関東大震災など自然災害、荒廃地面積や人工林造林面積などの自然環境の

推移と丹沢大山における課題および県の施策展開を空間履歴的にとりまとめ、図 4.1 に示す。

また、それらの年表は表 4.2 に示すとおりである。 
作成に際して用いた資料は以下に示すとおりである。 
 ○神奈川県の治山事業データベース「林地荒廃の推移」 
○丹沢大山自然環境報告書 1994 
○シカ保護管理計画 
○神奈川県林政史 
○神奈川県農林水産業動向年報 2004 
 

 神奈川県下において、1923 年の関東大震災以降に拡大した荒廃地面積は、治山事業により

確実に減少してきたが、丹沢大山地区においては、シカ分布拡大に伴うシカ被害の発生、大山

モミの衰退、登山道の裸地化の進行などの問題が顕在化し、1980 年頃よりシカの食害による

林床植生の退行が新たな問題となっている。 
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面積(ha) Ｓ12大水害(1937.7) ｷﾃｨｰ台風災 第2室戸台風災(1961)

Ｓ13年災(1938.7-9) 狩野川台風災(1958.9)

第２次世界大戦

人工林造林面積

＊ 資料なし

0 ＊ ＊
年度

丹沢大山
保全対策

国定公園指定

野生鳥獣 シカ猟禁止 オスジカ猟解禁・猟区設定 シカ保護管理計画

神奈川県地域森林計画 かながわ森林づくり計画

治山 第１期森林治水事業 水源林造成事業 第１次～第９次治山事業

水利用 相模ダム完成 三保ダム完成 宮ヶ瀬ダム完成

出典：神奈川県の治山事業データベース「林地荒廃の推移」、丹沢大山自然環境報告書1994、シカ保護管理計画、神奈川県林政史、神奈川県農林水産業動向年報2004等より作成

ｱｲｵﾝ台風災

Ｓ47箱根豪雨災(1972.9)(1949.10)

Ｓ25台風災

Ｓ42.4～7渇水

(1951.10)

(1948.9)

ｶｰｽ台風災

(1950.7)

20001955 19901985

10,000

神奈川県における自然環境と県の施策の推移

1920 1925 1930 1935 1965 1970 1975 1980

(1923.9)

中の森林伐採

(1930.11)

豆相震災

2,000

3,000

1940 1945 2005

1,000

19601950 1995

6,000

7,000

8,000

復旧面積
荒廃地面積

森林

9,000

5,000

4,000

ブナ林の衰退

造林地のシカ被害発生

林床植生の退行

登山道の裸地化進行

総合
調査

現行保全計画

車の影響・ごみ投棄増加

シカ分布拡大

大山モミ衰退

関東大震災

Ｓ47山北豪雨災（1972.7）

拡大造林期
造林地の防鹿策設置 水源の森林づくり計
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生きもの分野
ブナ及び自然林

1923 関東大震災

1950年代後半-70年代 戦後の拡大造林

1953-1954

1955-1970 シカ猟禁止

1955

1960 県立自然公園に指定
1964 丹沢大山学術調査報告書
1964

1965 国定公園指定
1960年代 シカ分布拡大期

1960-
1967-

1970

1970年代 大山モミ立ち枯れ

1960後半-1970年代 高度経済成長期

1970年代後半
1972 47災
1978 三保ダム完成

1980年代

1991 宮ヶ瀬ダム着工

1980年代

1990年代後半

注)出典： 神奈川県の治山事業データベース「林地荒廃の推移」
丹沢大山自然環境報告書1994
シカ保護管理計画
神奈川県林政史
神奈川県農林水産業動向年報2004

1970年代までは局所
的な自然の劣化

林床植生の退行
が高標高域まで

車による影響・ご
み投棄など

造林地の防護柵
設置開始

社会全般 施策

表4.2　自然環境の推移年表
年代

低標高植林地で
林床植生退行

国体開催（登山道
整備）

登山道の裸地化
始まる

水土分野 人工林 シカ 林床植生 地域分野

主稜線のブナの
立ち枯れ

奥地造林地には
シカ被害発生

シカの狩猟解禁
＝激減

シカ有害駆除捕
獲開始
オスジカ猟解禁・
猟区設定
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（２）中津川エリアの実績整理 
作成した「丹沢・大山保全対策施策・事業一覧表」から、大流域名が中津川エリアに該当

する森林整備事業を抽出して、「中津川エリア保全対策施策・事業一覧表」を作成した。「中

津川エリア保全対策施策・事業一覧表」は、巻末の資料編に示すとおりである。  
「中津川エリア保全対策施策・事業一覧表」から、主要な施策・プロジェクトについて、

年代別に事業量・事業費を集計して、表 4.3 に示すとおり、「主要施策・主要プロジェクト

の事業量・事業費一覧表」を作成した。  
 
これに基づき作成した年代別の主要施策・主要プロジェクトの事業量割合は、図 4.2 およ

び図 4.3 に示すとおりであり、治山施設の割合が 1999 年度では全体の約 78%を占めている

が、2003 年度では約 43%、2004 年度では 33%と減少傾向している。一方、森林整備の割

合は増加傾向にあり、2001 年度から登山道周辺の崩壊地や裸地の植生の回復、2003 年度以

降は大型動物個体群の保全が増加している。 
2003 年度では、治山施設の割合は最も大きいものの、森林整備や登山道周辺の崩壊地や

裸地の植生の回復、大型動物個体群の保全など、さまざまな事業展開となっている。 
2004 年度では、森林整備の割合が最も大きく、次いで治山施設の順となり、オーバーユ

ース対策等、大型動物個体群の保全、ブナの立ち枯れ原因の調査等など、さまざまな事業展

開となっている。 
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１９９９年度 ブナ等の後継樹の保護・育成

多彩な森林づくり(森林整備）

登山道周辺の崩壊地や裸地の植
生の回復

オーバーユース対策等

２０００年度 ブナ等の後継樹の保護・育成

ボランティア活動による森林の保全

多彩な森林づくり(森林整備）

多彩な森林づくり（治山施設）

大型動物個体群の保全

オーバーユース対策等

２００１年度 ブナ等の後継樹の保護・育成

ブナの立ち枯れ原因の調査等

ボランティア活動による森林の保
全
多彩な森林づくり(森林整備）

多彩な森林づくり（治山施設）

登山道周辺の崩壊地や裸地の植
生の回復
大型動物個体群の保全

オーバーユース対策等

２００２年度 ブナ等の後継樹の保護・育成

ブナの立ち枯れ原因の調査等

ボランティア活動による森林の保
全
多彩な森林づくり(森林整備）

多彩な森林づくり（治山施設）

登山道周辺の崩壊地や裸地の植
生の回復
大型動物個体群の保全

オーバーユース対策等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 年代別の主要施策・プロジェクトの事業額の割合 (1) 
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２００３年度
ブナ等の後継樹の保護・育成

ブナの立ち枯れ原因の調査等

ボランティア活動による森林の保
全
多彩な森林づくり(森林整備）

多彩な森林づくり（治山施設）

登山道周辺の崩壊地や裸地の植
生の回復
大型動物個体群の保全

オーバーユース対策等

２００４年度 ブナ等の後継樹の保護・育成

ブナの立ち枯れ原因の調査等

ボランティア活動による森林の保
全
多彩な森林づくり(森林整備）

多彩な森林づくり（治山施設）

大型動物個体群の保全

オーバーユース対策等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 年代別の主要施策・プロジェクトの事業額の割合 (2) 
 



 
16

                   
 

 
0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

オーバーユース対策等

大型動物個体群の保全

登山道周辺の崩壊地や裸地の植生の回復

多彩な森林づくり(治山施設）

多彩な森林づくり（森林整備）

ボランティア活動による森林の保全

ブナの立ち枯れ原因の調査等

ブナ等の後継樹の保護・育成

事業額（千円）

図 4.3 年度別の主要施策の事業費の推移（中津川エリア） 
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表4.3　　主要施策・主要プロジェクトの事業量・事業費一覧（中津川エリア）

基本方向 主要施策 主要プロジェクト 実施内容 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
保護柵の設置 植生保護柵等整備・補修 4.40ha 3.00ha 0.67ha 13,419 28,100 13,197 2,090

植生回復モニタリング 1式 1式 491 980
立入防止柵 1166m 20m 540m 80m 38,990 0 0 0
木道 57.2m 196m 80.5m - 42.0m 9,748 16,414 5,498 11,980 12,205
植生保護柵 10.24ha 1.8ha 0.04ha 9,478 10,282 1,019

ブナ林の再生技術の開
発・推進及び再生整備

自然林再生試験（ﾏｲｸﾛｴｺｼｽﾃﾑの
追跡調査・ﾂﾘｰｼｪﾙﾀｰの改良）

1式 667

自然林再生試験（ﾂﾘｰｼｪﾙﾀｰの改良
等）

1式 484

ブナ種子採取・貯蔵・苗木育成試験 1式 667
ブナ種子の液体窒素保存技術の確
立

1式 483

ブナハバチの生態と被害調査 1式 1式 667 483

計 58216 0 2001 28146 20427 40080 25402 3070

大気・気象に係るモニタリ
ング調査等

広域実態調査 1式 630

根圏環境調査、生理・生態調査、ツ
リータワー設置等

1式 1式 1式 2,230 3,001 3,160

ツリータワー嵩上げ、気象観測装置
設置

1式 840

根圏環境調査、生理・生態調査、気
象観測等

1式 1,664

立地環境調査 1式 1,659
水文観測調査等 1式 3,990

計 2230 4471 3160 7313
その他の森林の
保全・再生

モミ、ウラジロモミ等の保
護

防護ネット設置 146枚 176枚 43枚 223枚 174枚 83枚 100枚 0 0 500 500 175 201 676

森林衰退域における植生
の回復

植樹 400本 100

計 500 500 175 201 776

除伐・間伐・枝打 10.32ha 0.82ha 13.86ha 41.61ha 34.8ha 34.57ha 14,765 596 5,854 15,373 26,791 21,181
上層木枝打 2.2ha 437
下刈 14.73ha 8.01ha 12.46ha 10.97ha 20.04ha 4.04ha 5,532 3,172 4,183 3,727 19,109 1,712
植栽・簡易施設 2.03ha 3.08ha 0.89ha 9,524 19,698 9,188
植栽・樹下植栽 1.31ha 6.9ha 8,926 5,562
防鹿柵設置 - 1.88ha 1.46ha 1.11ha 0 0 4,676 3,710
径路整備・修理 - 0 4,739 3,176 695 104 901 857
択伐 5.98ha 0
森林造成、本数調整伐、枝落し、
簡易施設

5.04ha 10.17ha 15,960 34,850

本数調整伐等 43.88 77,151
簡易施設 - 1,075
丸太柵工・筋工・積工等 1,324.4m 2,385m 9,304 11,859
広葉樹整備 6.23ha 6.12ha 14,060 4,043
植栽 2.09ha 10,290
下刈 1.11ha 1.7ha 0.98ha 329 492 326
つる切 31.4ha 22.57ha 1,995 661
保存木施業 0.84ha 945
林地保全 0 1,813
受光伐 46.25ha 7,770
防鹿柵設置 0.83ha 0
丸太筋工 14.68ha 3,580
人工林成林困難地の自然植生への
誘導

2.75ha 525

防鹿柵設置 2.07ha 0.32ha 0 0
植栽 2.07ha 8,505
下刈 0.97ha 0.97ha 210 205
本数調整伐等 4.84ha 21,650

ブナ林
や林床
植生等
の保全

ブナ林等立入り禁止区域
の設定等

人工林の複層林・混交
林・巨木林化

多彩な森林づ
くり

人工林成林困難地の自
然植生への誘導

事業量 事業費（千円）

ブナ等の後継
樹の保護・育
成

ブナ林や林床
植生等の保全

ブナの立ち枯
れ原因の調査
等

ボランティア
活動による森
林の保全

その他（広葉樹整備等）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
18

表4.3 　　主要施策・主要プロジェクトの事業量・事業費一覧（中津川エリア）

基本方向 主要施策 主要プロジェクト 実施内容 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
谷止工 4個 7個 10個 6個 5個 6個 9個
山腹工 0.29ha 0.26ha 0.057ha 145,740 281,873 180,274.5 119,668.5 106,722 191,992.5 164,545.5 93,135
土留工 4個 5個 2個 2個 21個
法枠工 741.5m2

計 145,740 281,873 226,921 160,485 140,414 242,983 271,316 240,101

登山道の一時利用休止 ロープ柵 522m 67m 84m 4,176 6,615 6,604
植生復元工 0.06ha 1,853
土留柵工 0.019ha 1,896
むしろ伏工、（土留柵） - 0.1074ha 995 29,765

計 4,176 8,468 2,891 36,369

合計 203956 281873 228921.5 193306.5 172039 290599.5 336447.5 251260

シカ環境収容力等モニタリング 1式 1式 2,778 1,855
ニホンジカ累積的利用圧・餌資源量
調査、植生定点調査

1式 1式 1,043 1,046

生息密度調査、糞塊密度調査、シカ
個体数調査

1箇所 2箇所 1箇所 1箇所 266 2,522 640 455

間伐による林内環境変化調査、林分
構造と下草現存量関係調査

1式 1式 9,450 1,575

防鹿柵撤去 3,493m 7,598m 2,291m 11,130 19,425 5,944
小規模越冬地造成 9基 11,573
銃器によるニホンジカの捕獲 17頭 16頭 1,191 1,905

計 2,778 1,855 0 266 13,652 43,322 10,925

大型動物個体群
の孤立の解消

シカコリドー・緑
の回廊構想の推
進

シカコリドー・緑の回廊構
想の推進

丹沢大山鳥獣保護地区の拡張

希少動
植物の
保全

希少動植物の保
全

希少動植物の保
全対策の研究・
実施

動植物の生息・生育状況
に係る調査及び情報管
理・活用手法の検討・実
施

各種工事の環境配慮事例調査によ
るデータの収集、データ管理手法の
検討

希少動植物の保全対策
の研究・実施

植生回復モニタリング（希少植物の
回復状況調査）

1式 0

合計

オーバーユース
によるゴミやし尿
等の対策

ゴミやし尿等の対
策

ゴミ対策 森林衰退域放置ゴミのヘリ運搬 1式 1式 1式 900 900 1,800

し尿等の対策 トイレ設計、設置、監査 1式 1式 2,205 26,040
キャンプ等による
水質汚濁や河原
等の荒廃の防止

公園利用者に対する
フィールドマナーの徹底

階段、木橋、土留、標識 1式 10,332

特別保護地区指
定の見直しやそ
の他の保全手法
の検討・実施

冷温帯樹林、暖
温帯樹林及び沢
の保全手法の検
討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林
及び沢の保全手法の検
討・実施

重点管理区域事前協議

計 11232 900 1800 2205 26040

事業量 事業費（千円）

登山道周辺の崩壊地や
裸地の補修による植生
の回復

治山事業関連
多彩な森林づ
くり

登山道周辺の
崩壊地や裸地
の植生の回復

オー
バー
ユース
対策等

ニホンジカ個
体群の管理

シカ管理手法
の導入の検
討・実施

ブナ林
や林床
植生等
の保全

その他の森林の
保全・再生

大型動
物個体
群の保
全

シカ管理手法の導入の
検討・実施

登山道周辺の
植生の回復
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 神奈川県が中津川エリアにおいて実施してきた保全対策事業の体系を図 4.4 に示す。 
 
中津川エリアでは、2002 年度以降、丹沢.大山保全計画や自然公園法に基づき、植生回復が

取り組まれ、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づく神奈川県ニホンジカ保護管

理計画によってシカ保護管理が行われ、砂防法や森林法に基づく事業により崩壊地の復旧が

取り組まれている。 
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年度ごと保護管理事
業実施計画H15～

水源流域地域保全事業
　地区実施計画

第十次県営
林管理経営
計画H15～

水源の森林づ
くり事業

治山事業

水源流域地域保全
事業（東丹沢）～H17

治山施設
整備

森林
整備

神奈川県ニホンジカ保
護管理計画H15～

鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律

県有林
造林事業

保
安
林
改
良
・保
育
事
業

水源林
整備事業

生息
環境
管理

被害
防除

個体数
管理

自然公園法

丹沢大山保全計画
H11～

丹沢大山保全
対策事業H12～

植生
回復

ブナ衰
退調査

自然公園施
設整備事業

植生
回復

全国森林計画

＊治山治水緊急措
置法はH15 で廃止

シカ保護管理

中津川エリアにおける丹沢大山保全対策事業

土壌保全
（渓流・崩壊地）

植生回復

地域森林計画 / かながわ森林づくり計画公園整備
計画

森林法

渓間工植生保護柵 管理捕獲 多彩な森林整備等

防護柵

林内土壌保全

*公園区域外

*自然公園の特別地域

* 自然公園の
特別 保 護地

区

ニホンジカ保護
管理事業

砂防法

かながわ砂防
整備推進計画

各砂防指定地の
整備計画

通常砂防
事業等

砂防えん堤

関連事業

土砂災害対策

大気・気象
衰退状況

植生回復
　

生息密度・植生影響
捕獲個体分析・農林被害 土砂流出量

（上位立法）

（県計画）

（県事業）

（事業内容）

（丹沢大山

保全対策事業）

（対策手法）

（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ項目）
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４．２中津川エリアにおける実績検証 
  
 中津川エリアにおける丹沢大山保全対策事業の事業量および事業費を、＜1997～2001＞と 
＜2002～2004＞に分けてとりまとめた「中津川エリアにおける実施数量」を表 4.4 に示す。ま

た、中津川エリアを重点区域に設定したときの計画数量（政策課題調整調書の計画数量）に対す

る実績量を達成度（2002～2004）として表示した。 
事業量の達成度では 2002～2004 年度間の「治山事業」が 100%を超え、事業費では 2002～

2004 年度間の「シカ管理手法の導入の検討・実施」が 100%を超えているが、その他の主要プ

ロジェクトはおおむね 50%未満の状況にある。 
 
 

 なお、事業による効果については、効果そのものを抽出できるようなデータがないため、今後

の課題について以下にとりまとめる。 
 ○モニタリング検証データがない。 

・ 植生保護柵の設置等について、モニタリング検証されたデータがないため、植生保護

柵等による実際の有効性が一般にも分かるような形で提示できていない。 
・ 関東大震災以降の治山事業の効果は航空写真によって崩壊地の減少として読み取れ

るが、＜1997～2001＞と＜2002～2004＞など短期間での効果を検証する指標が見つ

け出せていない。 
○連携した有機的な取組み実態が提示できない。 

・ 中津川エリアは重点区域として、各種の取組みがなされているが、連携した有機的な

取組みがなされたという実態が提示できていない。 
○定性的な課題の整理ができていない。 
・ シカ生息管理と一体となった森林整備の実態および連携の効果  
・ 各施策の連携実態および連携の効果  

○表現が専門的で、一般には理解しずらい。 
・ 「生態系保全環境収容力の増進とシカの保護管理の一体的推進による生物多様性の

持続的な維持の実施」など、一般には理解されにくい目標設定、具体の取組みが記載

されている。 
・ シカの保護管理という表現も一般には理解されにくく、何をするのか理解して賛同さ

れにくい表現である。 
○その他 
・ シカ管理手法の導入のための各種モニタリング等調査計画の達成度は事業費的には

100%を超えているが、その後のシカの頭数管理は進んでいないのが実態である。 
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表4.4　丹沢大山保全対策事業の中津川エリアにおける実施数量

達成度 達成度

1997～2001 2002～2004 (2002～2004) 1997～2001 2002～2004 (2002～2004)

－ 8.07ha 13,910 44,367
＊1 ＊1

1,519.5m 662m 16% 91,429 24,185 15%
12.08ha

１式 - 3,452 -

県民参加による植樹運動等の展開 - - － - - －

１式 1式 2,230 14,944

モミ、ウラジロモミ等の保護 防護ネット設置 588枚 357枚 1,000 1,152

森林衰退域における植生の回復 植樹 - 400本

6.89ha 7.10ha 9,030 22,065

多 76.26ha 215.9ha 73,644 262,828
様
な 50.47ha 84.33ha 32,480 13,824
生
物 谷止工 18個
を 山腹工 422,321
育 土留工 21個
む 法枠工

身
登山道の一時利用休止と補修による植生
の回復

ロープ柵 - 84m 12,644 39,260

近 植生復元工等 0.06ha 0.126ha
な
大 各種モニタリング・捕獲等 - 1式 4,899 67,899
自 ＊２ ＊２
然

農林業被害等防止に係
る個体数調整

農林業被害等防止に係る個体数調整 - - － - - －

大型動物個体群の孤立
の解消

シカコリドー・緑の回廊構
想の推進

シカコリドー・緑の回廊構想の推進 丹沢大山鳥獣保護地区の拡張 - - － - - －

希少動植
物の保全

動植物の生息・生育状況に係る調査及び
情報管理・活用手法の検討・実施

各種工事の環境配慮事例調査によるデータの収集、デー
タ管理手法の検討

- - － - - －

希少動植物の保全対策の研究・実施 植生回復モニタリング（希少植物の回復状況調査） - - － - －

ゴミ対策 森林衰退域放置ゴミのヘリ運搬 1式 - 12,132 30,045

し尿等の対策 トイレ設計、設置、監査 - 1式

公園利用者に対するフィールドマナーの
徹底

階段、木橋、土留、標識 - - － - - －

キャンプ等の制限 - - － - - －

特別保護地区指定の見
直しやその他の保全手法
の検討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林
及び沢の保全手法の検
討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林及び沢の保全手
法の検討・実施

重点管理区域事前協議 - - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

＊１　植生保護柵のみで集計
＊２　丹沢大山全域で実施した調査等は、経費を按分し、中津川エリア相当分を算出

100%

-
- -

衰退実態・気象・生理調査

ブナ林の再生技術の開発・推進及び再生
整備

大気・気象に係るモニタリング調査等

人工林の複層林・混交林・巨木林化

主要プロジェクト 実施内容
事業費（千円）

自然林再生試験、ブナ種子採取・貯蔵、被害調査

丹沢大山周辺地域の自然環境の調査

丹沢大山周辺地域の県立自然公園への編入検討

県立自然公園の国定公
園への編入

県立丹沢大山自然公園区域の自然環境の調査

県立丹沢大山自然公園の国定公園への編入検討

公園区域の拡大等の検
討・実施

丹沢大山周辺地域の県
立丹沢大山自然公園へ
の編入

ゴミやし尿等の対策

オーバー
ユース対策
等

オーバーユースによるゴ
ミやし尿等の対策 キャンプ等による水質汚

濁や河原等の荒廃の防
止

多彩な森林づくり

大型動物
個体群の
保全

その他の森林の保全・再
生

ブナ林や林
床植生等
の保全

シカ管理手法の導入の検討・実施

事業量

登山道周辺の植生の回
復

登山道周辺の崩壊地や
裸地の植生の回復 登山道周辺の崩壊地や裸地の補修によ

る植生の回復

治山事業（森林水環境総合整備事業）

その他（広葉樹整備等）

人工林成林困難地の自然植生への誘導

ブナ林や林床植生等の
保全

ブナ等の後継樹の保護・
育成

希少動植物の保全対策
の研究・実施

希少動植物の保全

将来像 基本方向 基本方向 主要施策

ボランティア活動による森
林の保全

ニホンジカ個体群の管理

シカ管理手法の導入の検
討・実施

ブナの立ち枯れ原因の調
査等

-

18%

保護柵の設置

ブナ林等立入り禁止区域の設定等

-

113%

52%

－

14%

-

-

植生保護柵の設置

立入防止柵・木道／植生保護柵

48%

-

-

－

-

-

森林整備関連

○達成度は中津川エリアを重点区域に設定したときの計画数量に対する実績量。達成度の空欄は計画数量が無かったもの。

○事業量及び事業費で数値の入っていないものは、中津川エリアで実績が無かったもの。
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５．検討委員会開催事務 
 
５．１検討委員会の設置 
 （１）検討委員会の構成 
  検討委員会の構成は、表 5.1 に示す＜専門委員＞・＜ NPO 団体＞・＜オブザーバー＞お

よび＜事務局＞である。 
 

 
表 5.1 検討委員会の構成員 

 氏 名 所 属 役 職 
鈴木雅一 

 
東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  
石川芳治 

 
東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 

（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  
羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 

（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 
富村周平 株式会社富村環境事務所 代表取締役 

  （山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部門】

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
  （シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部門】

中村道也 NPO 法人丹沢自然保護協会 理事長 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 世話人代表 

 環境農政部緑政課  
 環境農政部緑政課自然公園班 
 環境農政部緑政課自然公園班 

 環境農政部森林課森林土木班 
 県央地域県政総合センタ－農政部森林課 
 自然環境保全センタ－県有林部 

オブザ－バ－ 
 

 自然環境保全センタ－自然保護公園部 

自然環境保全センタ－ 事務局  
アジア航測株式会社 
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５．２検討委員会開催記録 
 （１）検討委員会の開催 

 検討委員会は、表 5.1 に示す日程等で開催した。 
 

表 5.1  検討委員会の日程等 
 開催日時 開催場所 議   題 

第１回 平成 17 年８月１日 
ＰＭ３時～５時 

神奈川県社会福祉

会館 第二会議室 
○土壌保全新手法開発の進め方に

ついて 
○流域保全構想検討の進め方につ

いて 
 

第２回 平成 17 年 10 月 17 日

ＡＭ9：30～12 時 
かながわ県民活動

サポートセンター

会議室 402 号 

○平成 17 年度試験施工内容につ

いて 
○丹沢大山の保全対策の検証につ

いて 
 

第３回 平成 17 年 12 月 22 日

ＰＭ１時～５時 
かながわ県民活動

サポートセンター

会議室 403 号 

○土壌保全手法試験施工の検証方

法について 
○塩水川流域総合保全構想につい

て 
 

第４回 平成 18 年３月 14 日 
ＰＭ１：30～５時 

厚木商工会議所 
会議室 303 号 

○塩水川流域総合保全推進モデル

（仮称）と策定ガイドラインにつ

いて 
○土壌保全新手法開発における平

成 18 年度試験施工の考え方につ

いて 
 

 
 
 



 25

回数 検討・ 確認内容 今後の課題

第1回 ・ 本委員会の最終目標は、 土壌保全新手法開発、 流域総
合保全構想提案、 同構想策定のガイ ド ラ イ ン提案と し 、
総合調査の一環と し て2ヵ 年で検討する 。

・ シカの生息密度と 長期的
動向の把握

H17. 8. 1 ・ 流域総合保全構想は、 塩水川流域をモデルと し 具体的
な検討を行う 。

・ 各事業で実施し た調査に
ついて、 ど んなも のがある
かと いう リ ス ト の把握

神奈川県社会
福祉会館

・ 試験施工はあく ま でも パイ ロ ッ ト 的に実施する 。 ・ 人工林の施業履歴の把握

・ 石川委員よ り 手法の提案（ 保護柵改良手法、 リ タ ー活
用手法、 筋工等勾配緩和手法の改良等）

・ 施工地の対象区と し て無施工地を必ず設ける 。

・ 土壌浸食に影響する シカの対策については、 生息環境
管理を事業と し て明確に位置づけ実施する べき 。

・ 流域保全構想は、 様々な事業が実施さ れていてデータ
が多いこ と から 、 塩水川流域をモデルに検討する 。 場所
場所での課題の優先度、 整合性を議論する 必要がある 。

第2回 平成１ ７ 年度
試験施工内容

・ 事務局から 各検証方法の
具体案提示

H17. 10. 17 ・ 各検証項目について、 具体的な検証方法を詰めて明記
し ておく べき 。 （ 後の評価のため）

・ ガリ ーの現況写真、 現存
する 木製構造物の状況

かながわ県民
サポート セン

タ ー

・ 木製ガリ ー浸食防止工については、 手法と し ては検討
の必要が無いわけではないが、 堂平のあの場所で施工
（ たと え試験的であっても ） する こ と の是非についての
議論がある ため、 H17の施工は見送る 。

・ 現況のま ま 保存する エリ
アを地図におと す。

・ ガリ ーの進行など 実態がわかっていない部分も ある た
め、 実態を先に整理する 。

丹沢大山保全
対策の検証

・ 事務局から 、 塩水川流域保全構想の検討の進め方、 現
行の丹沢大山保全対策事業の実施状況について説明。

・ 人工林で下層植生のない
と こ ろの図示

・ 行政資料も 検討材料と する よ う だが、 こ れま では無
かったこ と で、 ぜひ必要なこ と 。

・ 流域内の渓畔林を図示

・ シカ対策は、 特定の流域だけの検討では済ま ないの
で、 別に専門的に議論する 必要がある 。

・ 丹沢大山保全対策事業の達成度は、 数量だけでなく 定
性的な課題に対する も のも 整理する べき 。

・ 事業評価も 定性的評価が必要。

・ 各対策事業は、 も と も と はシカが原因と なる も のが多
い。 シカ密度が高いこ と が個別事業と ど う 関連し ている
かを整理し 、 シカ管理と いう 面から 整合を図ったら ど う
か

・ 他に焦点と なる のが、 高標高域の植生回復（ 土壌保
全） 、 中標高域の収容力を増やす人工林管理のあり 方。

・ 将来にわたって施工し ない比較対象の場所を設け同時
にモニタ リ ングする こ と によ り 施工の評価をし ていく べ
き 。

・ 現状のシカ管理での目標密度は暫定的な設定である 。
広い意味での緊急対策と し たら 、 何ら かの大量捕獲方法
でシカ密度を極端に下げる と いう 試行も 考えら れる 。 た
だし 、 こ の委員会での議論では不十分で他と の調整が必
要と なる 。

□委員会での検討概要

趣旨説明

土壌保全新手
法開発の進め

方

塩水川流域保
全構想検討の

進め方

・ 本委員会で主に検討する 土壌浸食は、 崩壊地における
侵食ではなく 、 ブナ等上層木のある 場所での林床植生の
衰退にによ る 表面土壌浸食と する 。 従来の治山技術では
主流ではなかった領域。

・ シカ管理が鍵だが、 現状では簡単には密度を落と せな
いため、 シカがいる 条件のなかでよ り 有効で手間がかか
ら ずま た必要があれば集中投資する よ う な戦略はなにか
議論する 。

・ 植生回復がベス ト だが、 即効性と し ては毎年供給さ れ
る リ タ ーを使わない手はない。 急傾斜地は柵等の囲い、
緩傾斜地はリ タ ーを捕捉し と ど める 方法が有効ではない
か。

 （２）委員会での検討概要 
  第 1 回から第 4 回の委員会の検討概要は、以下に示すとおりである。 
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第3回
・ 試験施工はほぼ終了。 事務局よ り 施工の状況について
報告。

H17. 12. 22
・ 現地作業量の多いも のは、 設置箇所周囲の地面を撹乱
する 影響が大き く なる のではないか。

かながわ県民
サポート セン

・ 木製筋工のネッ ト 部分は、 リ タ ーがネッ ト 上にたま る
こ と になる がたま ったリ タ ーはネッ ト 下にあったほう
・ 名前は目的別に整理が必要か？
・ リ タ ーへのシカ影響は、 数値的にはほと んど 分から な
・ 土壌浸食量は、 7～9月がメ イ ン。 こ こ で差がつく かど
う かで効果がわかる 。
・ 今年度施工手法のリ タ ー捕捉効果は来年秋に検証。

・ 自然再生基本構想－ガイ ド ラ イ ンー塩水川流域総合保
全構想の3段構造で位置づける 。
・ 塩水川流域については「 構想」 では基本構想と 混同す
る ので、 別の言葉と する 。
・ 資料の基本構想の欄の記述には、 ま だ未確定のも のも
ある 。 （ 更新サイ ク ル、 内容の詳細等）
・ 政策検討側で基本構想から 実際の事業実施への流れ図
が必要である 。

第４ 回
・ 塩水川流域総合保全推進モデルにおいて、 希少種を取
り 組んで入れる こ と 。

H18. 3. 14
・ 塩水川流域の特別保護地区の崩壊地問題は、 中長期的
視点での課題に入れる が、 緊急対策と し ては議論し な
・ 要因連関図には、 「 シカの管理捕獲」 など の要因が必
要である 。
・ 事務局よ り 平成18年度試験施工の考え方について説
明、 詳細は18年度の初回の委員会で報告予定。 18年度の
施工は夏前には実施の予定である こ と を報告。
・ モニタ リ ング調査の計画書が必要である 。
・ 丸太チッ プ工のチッ プ使用は慎重にする こ と 。
・ 実際に工事対象と なる 区域の範囲、 その面積を把握す
る 必要がある 。
・ 植生保護柵なし で浸食防止でき る 工法が今回の最終
タ ーゲッ ト である 。
・ 緊急対策事業を推進する に際し て庁内での連携が必要
である 。

塩水川流域総
合保全推進モ
デル（ 仮称）
と 策定ガイ ド
ラ イ ンについ
て

厚木商工会議
所

土壌保全新手
法開発におけ
る 平成18年度
試験施工の考
え方について

試験施工の検
証方法につい

て

塩水川流域総
合保全構想に

ついて
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（２）検討委員会検討資料 
 
 
 
 

①第１回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会資料 
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第１回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会 
 

会  議  次  第 

 
日時  平成 17 年８月１日（月）     

午後３時 00 分～５時 00 分    
 

場所  神奈川県社会福祉会館 第二会議室 
 

１． あいさつ 
 
２． 趣旨説明 

 
３． 委員会運営要領 

 
４． 委員長選出 
 
５． 議  題 
 （１）土壌保全新手法開発の進め方について 
 （２）流域保全構想検討の進め方について 
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第 1回丹沢大山保全緊急対策検討委員会 出席者 名簿 
 氏 名 所 属 役 職 出欠 

鈴木雅一 
 

東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 
（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  

出席 
 

石川芳治 
 

東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 
（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  

出席 
 

羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 
（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 

欠席 
 

富村周平 株式会社富村環境研究所 代表 
（山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部

門】 

欠席 
 

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
（シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部

門】 

出席 
 

中村道也 丹沢自然保護協会 出席 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 出席 

政策検討会議 羽澄俊裕 株式会社野生動物保護管理事務所 代表取締役 
（大型哺乳類 GL/政策担当－生きもの再生 T）【政策

検討部門】 

出席 

小宮芳男 環境農政部緑政課課長代理 
峯村徹哉 環境農政部緑政課自然公園班技幹 
山田博久 環境農政部緑政課自然公園班副主幹 

渡邉 弘 環境農政部森林課森林土木班技幹 
内海 規 県央地域県政総合センタ－農政部森林課長 
角田繁和 自然環境保全センタ－県有林部長 

オブザ－バ－ 
 

山崎和雄 自然環境保全センタ－自然保護公園部長 

蓮場良之 自然環境保全センタ－所長 
高橋長三郎    〃      研究部長 

山根正伸    〃      研究部専門研究員 
井田忠夫    〃      自然保護公園部自然公園課主査 
永田幸志    〃      自然保護公園部野生生物課主任 
内山佳美    〃      研究部主任研究員 
小川吉平 アジア航測株式会社 

深見幹朗    〃 

事務局 
 

岩田彰隆    〃 
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座 席 表 
 
             鈴木委員  石川委員 
 
 
      中村委員                 伊藤委員 

池野委員                 羽澄委員 
  環境農政部森林課                 環境農政部緑政課     
  
自然環境保全センタ－                 環境農政部緑政課 
自然環境保全センタ－                 環境農政部緑政課  
自然環境保全センタ－                 県央地域県政総合センタ－ 
 
 

自然環境保全センタ－  事務局 
 
                    事務局 
 
                    事務局 
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丹沢大山保全緊急対策検討委員会運営要領（案） 
 
（名称） 
第1条 本会は、丹沢大山保全緊急対策検討委員会（以下「委員会」）と称する。 
 
（目的） 
第 2 条 委員会は、清川村堂平における林内急傾斜地の表面土壌浸食に緊急的に対応す

る新手法の開発及び新手法を含んだ総合的流域保全構想案とその策定ガイドライン

を提案する。 
 
（委員会の構成） 
第 3 条 委員会は、関係分野の学識経験者及び NPO 団体等により構成する。 
 
（所掌） 
第 4 条 委員会は次の事項を所掌する。 
（１） 表面土壌浸食対策の新手法を開発し提案すること。 
（２） 塩水川地区の流域総合保全構想を提案すること。 
（３） 流域総合保全構想策定ガイドラインを提案すること。 

 
（委員長） 
第 5 条 委員会に委員長を置くこととし、委員長は委員の互選により選出する。 
 ２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
 ３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指定す

る委員がその職務を行う。 
 
（意見聴取等） 
第 6 条 委員会は、必要と認める場合、委員以外の出席を求め、意見聴取及び資料提供

等の必要な措置を講ずることができる。 
 
（事務局） 
第 7 条 委員会の事務局は、神奈川県自然環境保全センターと丹沢大山保全緊急対策業

務受注者で構成し、庶務を行う。 
 
（雑則） 
第 8 条 この要領に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 
   附則 
この要領は、平成 17 年 月 日から施行する。 
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丹沢大山保全緊急対策事業について 

1 これまでの経緯 

(1)保全再生重点区域化 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
(2)自然林内の表面浸食の深刻化 
  
 
 

 
 
 
(3)これまでの土壌浸食対策 

 
 
 
 
2 本事業での検討課題 

(1)環境負荷の小さい土壌保全新手法開発 

○ 植生回復、リター堆積維持、部分的斜面勾配の緩和などの手法により尾根部より下

方の急斜面地でも土壌浸食を防止する天然材料使用等の環境負荷の小さな新手法

を検討する。 
○ H17－18 の２カ年にわたって、小規模な現地試験を行い、新手法を評価・検討する。  

(2)土壌保全対策を組み込んだ流域の総合保全構想の提案 

○ 塩水川流域をモデルとして、これまでのシカ保護管理、植生回復、土壌保全（渓流縦浸

食）対策に新たな手法による土壌保全対策を加えて平成１９年度から一体として実施す

るために、当面の流域の再生・修復目標、対策事業全体の実施方針の再整理（場所によ

る優先度、対策相互の関係、緊急・短期・長期対策の考え方等）で構成する実施構想を

土壌保全 

植生回復 
シカの保護

管理 
公園・県有林事業による
植生保護柵の設置    

（H9～）

治山事業による 
渓 流 縦 浸 食 の 防 止

（H14～） 

シカ個体数調整の実施
（H15～） 

○ 丹沢大山保全対策では、中津川エリ

アを保全再生重点区域に位置づけ。 
○ 特別保護地区を中心に 3 つの具体

的対策を重点的に実施。 

丹沢大山総合調査の初年度調査では、堂平の林

床植生の衰退した斜面で、4 ヶ月間に深さ 4 ミリ

の土壌浸食が確認された。 

○ これまで自然林内急斜面地では、一部の例を除

いて対策は実施されていない。 
○ 尾根沿いの緩斜面で効果のあった植生保護柵を

急斜面地にまで増設するには限界がある。 

 
現行植生保護柵の増設の限界

・構造 上の問題（急傾斜地で困難） 
・維持管理 の問題（大規模は破損リスク大）

・占有面積拡大 による問題（生息地分断）

・植生回復効果の即効性 に対する問題 

植生被度の違いによる 7/5 から 11/21 

（総降雨量 2344mm）における浸食深 

○林床植生が衰退した箇所は、急激な土壌浸食が発生。

○既往事業とバランスの良い土壌浸食対策が急務。 

＜保全再生重点区域における取組の方向＞ 

 特別保護地区内の植生回復及び多彩な森林づくりによる生態系保全環境収容力の増進

とシカの保護管理の一体的推進による生物多様性の保全。 

資料１ 
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提案する。 
○ 本構想は、丹沢大山総合調査の政策検討ＷＧと水と土再生調査チームの連携により

検討し、総合調査の政策提言（新保全計画）に反映させる。 
(3)流域総合保全構想策定ガイドラインの検討 

○ 塩水川流域での流域総合保全構想の検討プロセスを他流域に応用するために、流域

の現状把握や目標設定と事業実施方針等を決定するに当たっての、把握・検討すべき

事項や検討手順、検討方法・基準等を整理し、ガイドライン（手順書）としてまとめ

る。 
 
                             
 
 
 
 

これまでの経過 

総合調査の動き
2004.4 
調査開始 

2004.8 
ｾﾐﾅｰ発表 

2004.10 
実行委員会にて要望

県の動き 2004.11～ 
詳細検討 

2004.10～
予算要求 

2005.4 
事業方針決定 
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平成１７年度

丹沢大山保全緊急対策事業 実施の流れ

平成17年度

総
合
調
査

政
策
検
討

検
討
委
員
会

流
域
総
合
保
全

構
想
策
定
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

塩
水
川
流
域

総
合
保
全
構
想

新
手
法
開
発

土壌
浸食
実態
整理

土壌保全新手法案
検討・提案

事前準備（測量）

現地試験施工

モニタリング実施

資料整理 保全対策検証作業

7/1 3/10

8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1

10/17

第2回委員会

12/12

第3回委員会（仮日程）

2/6

第4回委員会（仮日程）

試験施工設計

委員会で
検討

委員会で
検討

保全構想
提案

（報告書）

＜第1回議題＞
①土壌保全新手法開発の進め
方について
②流域総合保全構想検討の
進め方について

＜第2回議題＞
①H17試験施工内容について（報告）
②塩水川流域の保全対策事業検証
結果について

＜第3回議題＞
①塩水川流域総合保全構想
の検討
②流域総合保全構想策定の
ガイドライン化の検討

＜第4回議題＞
①塩水川流域総合保全構想
の提案
②流域総合保全構想策定の
ガイドライン内容の検討

委員会で
検討

基本政策検討

目標設定・エリア区分

10/17企画部会
基本構想原案

・再生目標
・空間計画
・推進方針

個別事業実施計画検討
・事業手法・ガイドライン等

提言
素案

平成18年度

緊
急
対
策
事
業

総
合
調
査

4月 3月

7月 10月 1月

政策提言

ガイドラ
イン
提案

新手法
提案

委員会で
検討

モニタリング継続

現地試験施工

Ｈ19以降
新計画での
事業へ以降

＜第1回議題＞
①追加試験施工の検討
②流域総合保全構想策
定のガイドライン提案

5月

第1回委員会

＜第3回議題＞
①土壌保全手法
の提案

3月

第3回委員会

＜第2回議題＞
①追加試験施工
の決定
②土壌保全手法
の検討

9月

第2回委員会8/1

第１回委員会

（開催事務：アジア航測㈱）

（東京農工大学） （自然環境保全センター）

（作業全般：アジア航測㈱）

基本構想
目標等

たたき台作成

保全構想
たたき台作成

（作業全般：アジア航測㈱）

（東京農工大学） 設計

委員会で
検討

委員会で
検討

作成の考え方
整理（たたき台）

ガイドライン構成
のたたき台作成

委員会で
検討 委員会で

検討

ガイドラインの
たたき台作成

H17
報告書

H17
報告書

委員会で
検討
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堂平周辺での表面土壌保全工法事例 
＜自然公園整備事業＞ 

むしろ伏工・・・ヤシ繊維（20mm メッシュ） 、アンカーピンには異形鉄筋杭を使用 

丸太柵工・・・・スギ丸太（原則として防腐処理材） 、現地の状況によっては異形鉄筋杭を使用 

土のう積工・・・麻袋土のう  

＊異形鉄筋杭等、一部の部材を除き、原則として生分解性素材を使用している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

丸太柵工＋むしろ伏工 

丸太柵工(２段) むしろ伏工 

丸太柵工(４段) 

資料３ 
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＜関連事業＞ 
  柵工・筋工類・・・・特別保護地区内では現地発生材を工夫  

    

 

    
 

    

 亀甲金網筋工 丸太柵工 ＊人工林内 

丸太柵工 丸太柵工 

倒木筋工 倒木筋工 
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                                第１回丹沢大山保全緊急対策検討委員会資料 

土壌浸食対策工の検討    
 

１．平成 16 年度の土壌浸食量調査 

 

 

 

        図-1  堂平地区の位置図（H16 年土壌浸食量調査位置、H17 年試験施工予定箇所） 

（中津川支川塩水川上流堂平地区） 

 

土壌浸食量調査

Ｈ１７試験施工箇

天王寺尾根丹沢山 
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２．平成 16 年度の土壌浸食量調査結果 

 
図-2 土壌浸食深調査結果（平成１６年７月５日～１１月２１日、総雨量 2,344mm） 

      (斜面勾配３３°) 

 

 

結果（6）：被度別
7月5日～1１月２１日における総土壌浸食量

（総降雨量２３４４ｍｍ）
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          図-3 リター堆積量と土壌浸食量（斜面勾配 33°） 

 

 

 ○土壌浸食には雨滴浸食が大きな役割を演じている。林床植生やリターによる地表面の被覆が

なくなると雨滴浸食を受けて土壌浸食量は急激に増加する。 
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堂平におけるリター量の変化

リターの補給

リターの生産

リターの流出リター量の増減

＋植生被度
の変化

 

 図-4 丹沢堂平におけるリター量の変化模式図 

 

○堂平ではブナという上層木が存在するため、毎年多量のリターが夏～秋には生産・供給される。 

 しかしながら、林床植生がない場合には、リターは風で吹き飛ばされたり、表面流により斜面外へ

流されて、減少してしまう。 

 

 

 図-5 斜面勾配と土壌浸食量（斜面勾配 33°）（植生被度は小） 

 

○ 土壌浸食量は斜面勾配によっても大きく影響される。一般に斜面勾配が急なほど浸食量が大

きくなり、斜面勾配が緩いほど浸食量は小さくなる。 
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３．土壌浸食を防止・軽減する方法 

○土壌浸食を防止する手法としては、 

I. 斜面の表面を被覆する方法：（ａ）林床植生を回復する手法、（ｂ）リター堆積量を維持する

（毎年供給されるリターを斜面上に留める）手法、（ｃ）ワラ、ネット等で表面を被覆する、 

II. 斜面の勾配を緩くする。（ｄ）斜面の勾配を部分毎に緩くする手法等が考えられる。 

  

 

 

４．土壌浸食対策工のコンセプト 

    ①毎年多量に生産されるリターを有効に土壌浸食対策に用いる。 

      →自然の土壌浸食抑制効果（自然治癒力）を利用する。 

② 天然の材料を用いる。→廃棄物を出さない。 

③ 景観と調和した施設とする。→自然公園の景観を維持する。 

④ 維持管理が容易な構造とする。→一部の破壊が浸食の拡大を招かないようにする。 
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５．対策工案 

 (a)シカ柵を用いた植生回復法 

 ①従来からのシカ柵を千鳥に設置して植生を回復し、浸食を防止する。 

    これまで、設置してきたシカ柵（下方）の土壌浸食状況を調査する。 

    長所：これまで使用されてきているので、設計・施工・維持管理方法が明らか。 

    短所：急斜面での設置が困難、費用が高い、維持管理が難しい。シカ柵外での浸食防止効

果が不明。 

 

        図-6 千鳥状に配置したシカ柵による植生回復と浸食防止 

②急な斜面でも簡易に設置でき、維持管理が容易なシカ柵を開発する。 

  長所：経費が安くなる。急斜面での施工が容易。 

  短所：設計・施工・維持管理に不明な点が多い。植生回復効果（＝土壌浸食防止効果）に不明

な点がある。 

 

           図-7 簡易なシカ柵工の例 

従来型のシカ柵 

斜面下方 ネット 

斜面下方 
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(b)天然素材を用いたリター捕捉法 

③天然素材（ヤシ、わら、竹等）を用いたネットによるリターの捕捉による浸食防止 

     リター捕捉→浸食防止、（比較的緩い勾配の箇所に適用） 

     長所：施工が容易、経費が安くなる。 

     短所：設計・施工・維持管理に不明な点が多い。植生回復効果に不明な点がある。 

         急な斜面での施工難易度、土壌浸食防止効果が不明。 

 

     図-8 リターネットを用いたリターの捕捉による浸食防止 

 

 

④天然素材を用いたネット袋内にリターを詰めた袋（ロール）を用いた筋工  

   袋の中のリター＋リター捕捉→浸食防止、（中程度の勾配の箇所に適用） 

   長所：急斜面でも施工が可能、施工が容易、経費が安くなる。 

   短所：設計・施工・維持管理に不明な点が多い。植生回復効果に不明な点がある。 

 
      図-9 リターロールを用いたリターの捕捉による浸食防止 

 

 

 

高 さ

20cm 1m 

1m 
リターネット 

リター、木材チップ等

20cm 

リターロール 
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（ｃ）ワラ、ネット等で地表面を被覆する方法（既往の方法） 

⑤ワラ、ネット等による被覆工 

  長所：これまで実績があるので効果が分かりやすい。 

  短所：費用が高い。 

 

    図-10 ワラを斜面表面に引き詰めて浸食を防止する手法（ワラ伏せ工） 

 

   図-11 ジュートネットによる被覆により浸食を防止する手法（丹沢） 

（ｄ）筋工、柵工による斜面の緩傾斜化手法 

⑥木材を用いた筋工・柵工 ：筋工・柵工による斜面の緩傾斜化→浸食防止 

  長所：急勾配の箇所にも適用できる。これまでの施工実績があり、施工が容易。 

短所：費用が大きい。地表面をある程度攪乱する。柵工・筋工の下流側が浸食されやすい。 
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⑦ 木材を用いた柵工、筋工の改良 

リルやガリなでの浸食が著しい箇所に用いる。 

費用を低くする。下流側の浸食を防止する。 

 

 

 

     図-13 丸太柵工・筋工による浸食軽減工 

現地の地形の凹凸に合わせる。 
→地表面との間に隙間を作らな

い

短い丸太を用いる。 

下流側の浸食を防止する方法を開発する。 
リターロールの設置等 

図-12 丸太柵により斜面の勾配を部分毎に小

さくして浸食を軽減する。（丸太柵工） 
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図-14 丸太柵工によるガリ部の浸食軽減工（丹沢堂平） 
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６．対策工の配置案 

  
図-15 平成 17 年度土壌浸食対策工試験施工区域 

               （中津川支川塩水川上流堂平地区） 

 

 

 

Ｈ１７試験施工区域 

土壌浸食量調査地 

床固工等 

植生保護柵

モノレール
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７．対策工の配置模式図 

 

 

図-16 平成 17 年度土壌浸食対策工試験施工の配置模式図 

 

８．試験施工による各種対策工の比較検討 

検討項目：①土壌浸食防止・軽減効果→試験施工の工種毎に土壌浸食量の調査を実施 

②施工性（急斜面でも施工しやすいか） 

③費用 

④維持管理の容易さ 

⑤植生の回復度 

     ⑥リターの捕捉量 

     ⑦景観 

         ⑧シカによる被害度 

ガリ部

斜面部 

斜面に種々の工法を試験施工する 
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（補足）リターネットの適正高さに関する試験 

     リターネットの高さを変化させて、リターの捕捉効果（量）を比較する。 

 

 

 

高さ 5cm 

高さ 10cm 

高さ 20cm 

高さ 30cm 

１m 

１m 

１m 

１m 
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②第２回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会資料 
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第２回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会 
 

会  議  次  第 
 

日時  平成 17 年 10 月 17 日（月）     
午前 9 時 30 分～12 時 00 分    

                  場所  かながわ県民活動サポートセンター 会議室 402 号 
 
 
 

１． 開会 
 
２． 議  題 
 （１）平成１７年度試験施工内容について 
 （２）丹沢大山の保全対策の検証について 
 
 
□配布資料 
 資料１ 土壌保全新手法開発の全体計画 
 資料２ 塩水川流域総合保全構想の検討の進め方 
 資料３ 神奈川県における自然環境と県の施策の推移 
 資料４ 現行「丹沢大山保全計画」の方針と重点化の方向性 
 資料５ 中津川エリアにおける実施数量 
 資料６（参考資料） 丹沢大山保全緊急対策事業について 
 資料７（参考資料） 丹沢大山保全緊急対策事業 実施の流れ 
 資料８（参考資料） 丹沢大山保全緊急対策施策・事業量等データ  
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第２回丹沢大山保全緊急対策検討委員会 出席者 名簿 
 氏 名 所 属 役 職 出欠 

鈴木雅一 
 

東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 
（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  

出席 
 

石川芳治 
 

東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 
（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  

欠席 
 

羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 
（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 

出席 

富村周平 株式会社富村環境事務所 代表取締役 
（山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部門】 

出席 

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
（シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部門】 

出席 
 

中村道也 NPO 法人丹沢自然保護協会 理事長 出席 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 世話人代表 出席 
小宮芳男 環境農政部緑政課 課長代理 
峯村徹哉 環境農政部緑政課自然公園班 技幹 
山田博久 環境農政部緑政課自然公園班 副主幹 

十鳥良隆 環境農政部森林課森林土木班 主査 
内海 規 県央地域県政総合センタ－農政部森林課 課長 
角田繁和 自然環境保全センタ－県有林部 部長 

オブザ－バ－ 
 

山崎和雄 自然環境保全センタ－自然保護公園部 部長 

蓮場良之 自然環境保全センタ－所長 
高橋長三郎    〃      研究部 部長 

山根正伸    〃      研究部 専門研究員 
井田忠夫    〃      自然保護公園部自然公園課 主査 
永田幸志    〃      自然保護公園部野生生物課 主任技師 
内山佳美    〃      研究部 主任研究員 
小川吉平 アジア航測株式会社 

廣永茂雄    〃 

事務局 
 

昆野直樹    〃 
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座 席 表 
 
                   （スクリーン） 
 
              鈴木委員長  羽山委員 
 
 
      中村委員                 伊藤委員 

池野委員                 富村委員 
 
環境農政部森林課                   環境農政部緑政課 
自然環境保全センタ－                 環境農政部緑政課 
    県有林部        （プロジェクター）    環境農政部緑政課  
自然環境保全センタ－                 県央地域県政総合センタ－ 

自然保護公園部                   農政部森林課 
 
 
事務局（録音等）   自然環境保全センタ－  事務局   
                                     出入口 
                    事務局 
 
                    事務局 
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丹沢大山保全緊急対策事業 土壌保全新手法開発の全体計画                                        Ｈ17．10．17 

試験施工全体計画  

【全体計画期間】 
平成 17～18 年度 
【最終目標】 
林内の土壌保全のための新手法開発（県の事業化） 

【試験施工地】 
愛甲郡清川村宮ヶ瀬（堂平） 

【開発方法】 
年度毎に現地での試験施工を行う。施工後のモニタリングによ

り効果及び問題点を検証することでより適切な手法を模索する。 
 検討：学識経験者、ＮＰＯ団体より構成する検討委員会で行い、

提案までを行う。 
 試験施工：県（自然環境保全センター）で行う。 
 検証：東京農工大学で行う。 

【新手法開発の検討基準】 
以下の視点で総合的に判断し、より適切なものとする。 
・自然の力の活用（毎年供給されるリターの活用等）  
・天然材料の利用（環境負荷を最小限にする）  
・景観の維持（自然公園の景観と調和させる）  
・維持管理の容易な構造（一部の破壊が浸食の拡大を招かないように。）

年度別計画 

【Ｈ１７試験施工内容】 
丹沢大山総合調査水と土調査Ｔ土壌浸食量調査担

当の石川芳治東京農工大学教授より、昨年からの調査

結果に基づいて提案。 
 事務局工事担当で、経費等との調整を行い微修正す

る。 

【Ｈ１７施工方針】 
①石川教授提案の各手法をまず単独で施工し

てみる。 
②部材は、既存の規格のものを使用する。 

【Ｈ１８試験施工内容】 
委員会にて検討した手法を施工する。

 事務局工事担当で、経費等との調整を

行い微修正する。 

【Ｈ１８施工方針】 
① 2 つ以上の手法の併用型も施工してみる。 
② Ｈ17 施工の検証結果(施工性、耐久性、効果等全般)

に基づき改良型を施工してみる。 

土壌浸食の実態 （丹沢大山総合調査における 2004 調査結果） 

【2004 調査の視点】 
① 土壌浸食及び地表流の流出の実態把握 
② 斜面傾斜、斜面長による土壌浸食への影響把握 
③ リター発生量と移動量（追加調査） 
 

【結果】 
① 林床植生が少ないと土壌浸食量・地表流の流出・リター流出量が増大 

② 斜面傾斜が大で土壌浸食量・リター流出量が増大 

③ 斜面上部から下部へのリターの移動量が大きい（風、地表流・・・ 

による？）が斜面傾斜の直角方向の移動も多い（風の影響？）。 

 

【今後の課題】 
・年間を通した土壌浸食量（凍上融解の影響） 

・丹沢における土壌浸食量の推定 

・リター（落葉・落枝）の発生量と移動 

・土壌の浸透能の実態 

【学術的知見】 
①水による土壌の浸食の形態 
 ・雨滴浸食→雨滴の衝突による土粒子の離脱  
 ・層状、リル、ガリ、流路浸食→地表流による土粒子の移動  
②土壌浸食に影響する因子 

・気候・気象（降雨、気温、湿度、日射等で特に降雨エネルギー）

 ・土壌（物理特性（粒径）、浸透能） 
 ・植生（地被物）  
   ＊雨滴の土壌表面への衝突エネルギーを軽減、地表流の流速を

減少、土粒子を固定、土壌の団粒構造を改善 
・地形（斜面の勾配、斜面の長さ、集水面積の広さ）  

 
【堂平の土壌浸食の特性】 
 はげ山復旧など、従来の裸地と堂平の違い 
 ・従来の裸地・・・上層木がなくリターが堆積していても減少する一

方。 
 ・堂平・・・・・上層木がありリターは毎年供給される。リターの存

在により土壌浸食量は軽減される。 

                                                                   Ｈ17．10．17 
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7 月 5 日～1１月２１日（総降雨量２３４４ｍｍ）

における土壌浸食深（上）とリター流出量

（下）

被度大：80％、中：40％、小：1％

資料１ 
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                                                                   Ｈ17．10．17 

平成 17 年度試験施工内容        ＊第 1 回委員会での石川委員の提案内容をもとに整理。 

手法の分類 試験施工の考え方 Ｈ17 試験施工のねらい 
手法案 

(第 1 回委員

会で提示) 

17
施

工 

構造

図 
ＮＯ 手法区分 

対応箇所 
＊すべて 

ブナ林内 

構造 
検討 
区分 

土壌保全上のねらい 手法の利点 手法の課題 主な施工のねらい 
検証項目 
（共通） 

検証項目 
（共通以外）

 
現地施工時の 
対応（事務局）

保護柵の 
千鳥状配置 

○ － 

植生 急斜面 改良 全面を保護柵で囲う代わり

に、等高線上に細長い柵を千

鳥状に配置、植生回復させる

ことで、斜面全体からの土壌

の流出を軽減する。 

保護柵そのものの

実績あり。 
（効果、施工性等

が明らか） 

全面を保護柵で囲う

より高価。 
急斜面での設置は維

持管理上困難。柵外効

果不明。 

千鳥状の設置方法

が、斜面全体の土壌

浸食に対してどの

程度効果があるか。 

植生回復度 ・急斜面用保護

柵（構造図２）

と、その他の既

存ﾀｲﾌﾟの柵を

設置。 

急斜面用保

護柵 

◎ １ 

植生 急斜面 改良 保護柵でシカを排除すること

により、自然に植生回復させ、

その植生により土壌を保全す

る。従来の保護柵の急斜面対

応型。 

急斜面や千鳥状の

配置に対応可能。

不明点多い 
（施工性・維持管理

等） 
 

急斜面に設置した

場合の強度は適切

か。 
施工性に問題はな

いか。 
 

植生回復度 ・支柱類をＣ型

ポストにする 
・金網等の部材

に既製品を使

用する。 

リター捕捉

ネット 
◎ ２ 

リター 緩斜面 新規 供給されるリターを捕捉し斜

面上に留めることにより、浸

食を防ぐ。 

施工が容易 
安価 

不明点多い 
（施工性・効果・維持

管理等） 

構造の強度は適切

か。 
リター捕捉

量 
シカによる

リターの捕

食 

 

リター捕捉

ロール 
◎ ３ 

リター 緩～中傾斜

の斜面 
新規 供給されるリターを捕捉し留

める、又は袋につめて留める

ことにより、浸食を防ぐ。 

安価 
ネットより急斜面

対応可能 

不明点多い 
（施工性・効果・維持

管理等） 

構造の強度は適切

か。施工性に問題は

ないか。 

リター捕捉

量 
シカによる

リターの捕

食 

・既製品（土の

う袋）でロール

を施工してみ

る。 

ワラ、ネッ

ト等による

地表被覆 ― － 

被覆 すべて 
特に登山道

等裸地が露

出している

箇所 

改良 地表面を被覆することによ

り、浸食を防止する。 
実績あり 
（効果、施工性等

が明らか） 

高価 
中～急勾配ではリタ

ーが留まることがで

きない。 

筋工との併用で、筋

工の短所をカバー

できるか。 － － 

木製筋工 
◎ ４ 

勾配・被覆  すべて 
特に中～急

傾斜地 

改良 筋工の設置により斜面勾配を

緩和し浸食を防ぐ 
急斜面対応可能 
施工が容易 
実績あり 

地表撹乱 
下流側が浸食されが

ち 

サイドや下流側の

浸食は防げるか。 
  

木製ガリー 
浸食防止工 ◎ ５ 

勾配 ガリー 改良 ある程度ガリー（凹形状）の

発生した箇所で、浸食の進行

を軽減する。 

浸食の著しい箇所

に対応 
実績あり 

土砂がたまるとサイ

ドなどに水がまわり

新たな浸食がおこる 

サイドや下流側の

浸食は防げるか 

・浸食軽

減効果 
 

・施工性  
 

・費用  
 

・維持管

理 
 

・景観  
 

・シカ影

響 

  

＊石川教授よりご提案いただいた構造図を以下に添付します。 
＊検証のための土壌浸食軽減効果の測定施設→構造図ＮＯ.６ 
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構造図ＮＯ.１ 構造図ＮＯ.２ 
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構造図ＮＯ.３ 構造図ＮＯ.４ 
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構造図ＮＯ.５ 構造図ＮＯ.６ 
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 土壌浸食量調査地

モノレール床固工等

平成 17 年度試験施工 施設配置図（案） 

（構造図ＮＯ.１） （構造図ＮＯ.５） 

（構造図ＮＯ.４）

（構造図ＮＯ.２・３）

（構造図ＮＯ.６）

上堂平付近位置図 
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中津川エリア基本方向 中津川エリア対策項目 主な実施内容 対策項目別検証

植生回復 植生保護柵 対策事業の量と質

崩壊地復旧等 谷止工 （対策項目により

シカ保護管理 ニホンジカ個体群の管理 個体数管理 　情報レベルが異なる）

生態系環境収容力の増進 生態系保全環境収容力の増進 森林整備 対策ごとの問題点

― ブナ林内土壌浸食 ― ―

ブナ林・林床植生等の植生回復

（主に特別保護地区）

 

 

資料２ 
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60

面積(ha) Ｓ12大水害(1937.7) ｷﾃｨｰ台風災 第2室戸台風災(1961)

Ｓ13年災(1938.7-9) 狩野川台風災(1958.9)

第２次世界大戦

人工林造林面積

＊ 資料なし

0 ＊ ＊
年度

丹沢大山
保全対策

国定公園指定

野生鳥獣 シカ猟禁止 オスジカ猟解禁・猟区設定 シカ保護管理計画

神奈川県地域森林計画 かながわ森林づくり計画

治山 第１期森林治水事業 水源林造成事業 第１次～第９次治山事業

水利用 相模ダム完成 三保ダム完成 宮ヶ瀬ダム完成

出典：神奈川県の治山事業データベース「林地荒廃の推移」、丹沢大山自然環境報告書1994、シカ保護管理計画、神奈川県林政史、神奈川県農林水産業動向年報2004等より作成

ｱｲｵﾝ台風災

Ｓ47箱根豪雨災(1972.9)(1949.10)

Ｓ25台風災

Ｓ42.4～7渇水

(1951.10)

(1948.9)

ｶｰｽ台風災

(1950.7)

20001955 19901985

10,000

神奈川県における自然環境と県の施策の推移

1920 1925 1930 1935 1965 1970 1975 1980

(1923.9)

中の森林伐採

(1930.11)

豆相震災

2,000

3,000

1940 1945 2005

1,000

19601950 1995

6,000

7,000

8,000

復旧面積
荒廃地面積

森林

9,000

5,000

4,000

ブナ林の衰退

造林地のシカ被害発生

林床植生の退行

登山道の裸地化進行

総合
調査

現行保全計画

車の影響・ごみ投棄増加

シカ分布拡大

大山モミ衰退

関東大震災

Ｓ47山北豪雨災（1972.7）

拡大造林期
造林地の防鹿策設置 水源の森林づくり計

資料３ 
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現行「丹沢大山保全計画」の方針と重点化の方向性
（施策の方向）

■将来像

　多様な生物を育む身近な大自然
■重点区域における取組みの方向

■計画の目標
　　丹沢大山の生物多様性の保全・再生

■施策の基本方向
→生物多様性＞植生回復・生態系環境収容力・シカ管理

　①ブナ林や林床植生等の保全
■具体的取組み
１　特別保護地区の植生回復

　　○植生保護柵の設置
　②大型動物個体群の保全 　　○ブナ林等衰退機構の解明

　　○崩壊地の復旧
２　生態系保全環境収容力の増進

《県有林の整備》
　　○人工林の混交林化・広葉樹林化等

　③希少動植物の保全 　　○本数調整伐による林床植生の回復、複層林化等
　　○シカ柵の開放、ツリーガードの設置
《水源の森林づくり》

　○巨木林・混交林等整備
　④オーバーユース対策等 ３　シカの保護管理

　○個体数管理

■施策を推進するにあたっての基本方針

　○科学的な自然環境の管理
　○「生物多様性」の原則による管理

　１９９９年～２００６年度

2000年

　

重点区域の位置図（詳細）神奈川県が実施してきた丹沢大山保全対策事業（中津川エリア）

③シカコリ
ドー森林整
備重点区域

○事業効果
の把握が困
難

○両輪的施
策の不均衡

■新たな取組
みに向けた県
民合意の不
足

○目に見える
形での成果
の欠如

　特別保護地区内の植生回復および多彩な
森林づくりによる生態系保全環境収容力の増
進とシカの保護管理の一体的推進による生
物多様性の持続的な維持

（問題点）

保全再生重点区域の位置図■個別の取
組みによる事
業の散在化・
連携の欠如

丹沢大山   エリ
ア

■３つの
重点区域の
設定

①保全再生
重点区域

②県民連携
重点区域

丹沢大山保全対策における2002年以降の取組み

中津川エリア　保全再生重点区域

　・県有林事務所

　＊設置目的

丹沢大山保全計画（1999-）

　○県民と行政との連携

■計画の対象地域

　・森林研究所

＊5事務所の統合
　・自然保護センター
　・箱根自然公園管理事務所
　・丹沢大山自然公園管理事務

　希少動植物の絶滅を防止する。現状把握と保全
手法について調査。

　劣化が進んでいるブナ林等の森林や、林床植生
等を保全・再生

　大型動物個体群の孤立化を防ぐ。特にニホンジ
カは、科学的な手法による個体群の管理を実施。

　ごみやし尿等の対策。生物多様性に富んだ魅力
ある自然公園の維持、自然景観の保全を図る。

　丹沢大山国定公園、県立自然公園とその周辺。

■計画の期間

■庁内実施体制の確立

自然環境保全センター設立

年度ごと保護管理事
業実施計画H15～

水源流域地域保全事業
　地区実施計画

第十次県営
林管理経営
計画H15～

水源の森林づ
くり事業

治山事業

水源流域地域保全
事業（東丹沢）～H17

治山施設
整備

森林
整備

神奈川県ニホンジカ保
護管理計画H15～

鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律

県有林
造林事業

保
安
林
改
良
・保
育
事
業

水源林
整備事業

生息
環境
管理

被害
防除

個体数
管理

自然公園法

丹沢大山保全計画
H11～

丹沢大山保全
対策事業H12～

植生
回復

ブナ衰
退調査

自然公園施
設整備事業

植生
回復

全国森林計画

＊治山治水緊急措
置法はH15 で廃止

シカ保護管理

中津川エリアにおける丹沢大山保全対策事業

土壌保全
（渓流・崩壊地）

植生回復

地域森林計画 / かながわ森林づくり計画公園整備
計画

森林法

渓間工植生保護柵
管理捕獲 多彩な森林整備等

防護柵

林内土壌保全

*公園区域外

*自然公園の特別地域

* 自然公園の
特別 保 護地

区

ニホンジカ保護
管理事業

砂防法

かながわ砂防
整備推進計画

各砂防指定地の
整備計画

通常砂防
事業等

砂防えん堤

関連事業

土砂災害対策

大気・気象
衰退状況

植生回復
　

生息密度・植生影響
捕獲個体分析・農林被害 土砂流出量

（上位立法）

（県計画）

（県事業）

（事業内容）

（丹沢大山

保全対策事業）

（対策手法）

（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ項目）

効
率
的
な
事
業
効
果
の
発
現
に
向
け
た
事
業
の
集
中
的
実
施

各
種
施
策
と
の
整
合
・
有
機
的
連
携
を
図
る
た
め
の
施
策
ビ
ジ
ョ
ン
の
構
築

中津川エリア

　中津川エリアでは、2002年以降植生回復、崩壊地の復旧、生態系保全環境収容力の増進、シカ保護管
理を以下の事業により取り組んできた。

森林等の自然環境の保全再生に関する事業
並びに丹沢大山保全計画の推進及び自然公
園等の取り締まり等を行う。

■区域の概要 面積：4,967ha
特別保護地区　　　　300ha

800m以上　　　　　 955ha
県有林　　　　　　　　2,505ha
水源対象森林　　　1,080ha
針広別（針1,890ha,広3,077ha
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丹沢大山保全対策事業の中津川エリアにおける実施数量

達成度 達成度

1997～2001 2002～2004 (2002～2004) 1997～2001 2002～2004 (2002～2004)

－ 8.07ha 13,910 44,367
＊1 ＊1

1,519.5m 662m 16% 91,429 24,185 15%
12.08ha

１式 - 3,452 -

県民参加による植樹運動等の展開 - - － - - －

１式 1式 2,230 14,944

モミ、ウラジロモミ等の保護 防護ネット設置 588枚 357枚 1,000 1,152

森林衰退域における植生の回復 植樹 - 400本

6.89ha 7.10ha 9,030 22,065

多 76.26ha 215.9ha 73,644 262,828
様
な 50.47ha 84.33ha 32,480 13,824
生
物 谷止工 18個
を 山腹工 422,321
育 土留工 21個
む 法枠工

身
登山道の一時利用休止と補修による植生
の回復

ロープ柵 - 84m 12,644 39,260

近 植生復元工等 0.06ha 0.126ha
な
大 各種モニタリング・捕獲等 - 1式 4,899 67,899
自 ＊２ ＊２
然

農林業被害等防止に係
る個体数調整

農林業被害等防止に係る個体数調整 - - － - - －

大型動物個体群の孤立
の解消

シカコリドー・緑の回廊構
想の推進

シカコリドー・緑の回廊構想の推進 丹沢大山鳥獣保護地区の拡張 - - － - - －

希少動植
物の保全

動植物の生息・生育状況に係る調査及び
情報管理・活用手法の検討・実施

各種工事の環境配慮事例調査によるデータの収集、デー
タ管理手法の検討

- - － - - －

希少動植物の保全対策の研究・実施 植生回復モニタリング（希少植物の回復状況調査） - - － - －

ゴミ対策 森林衰退域放置ゴミのヘリ運搬 1式 - 12,132 30,045

し尿等の対策 トイレ設計、設置、監査 - 1式

公園利用者に対するフィールドマナーの
徹底

階段、木橋、土留、標識 - - － - - －

キャンプ等の制限 - - － - - －

特別保護地区指定の見
直しやその他の保全手法
の検討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林
及び沢の保全手法の検
討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林及び沢の保全手
法の検討・実施

重点管理区域事前協議 - - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

- - － - - －

＊１　植生保護柵のみで集計
＊２　丹沢大山全域で実施した調査等は、経費を按分し、中津川エリア相当分を算出

100%

-
- -

衰退実態・気象・生理調査

ブナ林の再生技術の開発・推進及び再生
整備

大気・気象に係るモニタリング調査等

人工林の複層林・混交林・巨木林化

主要プロジェクト 実施内容
事業費（千円）

自然林再生試験、ブナ種子採取・貯蔵、被害調査

丹沢大山周辺地域の自然環境の調査

丹沢大山周辺地域の県立自然公園への編入検討

県立自然公園の国定公
園への編入

県立丹沢大山自然公園区域の自然環境の調査

県立丹沢大山自然公園の国定公園への編入検討

公園区域の拡大等の検
討・実施

丹沢大山周辺地域の県
立丹沢大山自然公園へ
の編入

ゴミやし尿等の対策

オーバー
ユース対策
等

オーバーユースによるゴ
ミやし尿等の対策 キャンプ等による水質汚

濁や河原等の荒廃の防
止

多彩な森林づくり

大型動物
個体群の
保全

その他の森林の保全・再
生

ブナ林や林
床植生等
の保全

シカ管理手法の導入の検討・実施

事業量

登山道周辺の植生の回
復

登山道周辺の崩壊地や
裸地の植生の回復 登山道周辺の崩壊地や裸地の補修によ

る植生の回復

治山事業（森林水環境総合整備事業）

その他（広葉樹整備等）

人工林成林困難地の自然植生への誘導

ブナ林や林床植生等の
保全

ブナ等の後継樹の保護・
育成

希少動植物の保全対策
の研究・実施

希少動植物の保全

将来像 基本方向 基本方向 主要施策

ボランティア活動による森
林の保全

ニホンジカ個体群の管理

シカ管理手法の導入の検
討・実施

ブナの立ち枯れ原因の調
査等

-

18%

保護柵の設置

ブナ林等立入り禁止区域の設定等

-

113%

52%

－

14%

-

-

植生保護柵の設置

立入防止柵・木道／植生保護柵

48%

-

-

－

-

-

森林整備関連

○達成度は中津川エリアを重点区域に設定したときの計画数量に対する実績量。達成度の空欄は計画数量が無かったもの。

○事業量及び事業費で数値の入っていないものは、中津川エリアで実績が無かったもの。
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丹沢大山保全緊急対策事業について 

3 これまでの経緯 

(1)保全再生重点区域化 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
(2)自然林内の表面浸食の深刻化 
  
 
 

 
 
 
(3)これまでの土壌浸食対策 

 
 
 
 
4 本事業での検討課題 

(1)環境負荷の小さい土壌保全新手法開発 

○ 植生回復、リター堆積維持、部分的斜面勾配の緩和などの手法により尾根部より下方

の急斜面地でも土壌浸食を防止する天然材料使用等の環境負荷の小さな新手法を検討

する。 
○ H17－18 の２カ年にわたって、小規模な現地試験を行い、新手法を評価・検討する。  

(2)土壌保全対策を組み込んだ流域の総合保全構想の提案 

○ 塩水川流域をモデルとして、これまでのシカ保護管理、植生回復、土壌保全（渓流縦浸食）

対策に新たな手法による土壌保全対策を加えて平成１９年度から一体として実施するため

に、当面の流域の再生・修復目標、対策事業全体の実施方針の再整理（場所による優先度、

対策相互の関係、緊急・短期・長期対策の考え方等）で構成する実施構想を提案する。  
○ 本構想は、丹沢大山総合調査の政策検討ＷＧと水と土再生調査チームの連携により検討

し、総合調査の政策提言（新保全計画）に反映させる。 
(3)流域総合保全構想策定ガイドラインの検討 

○ 塩水川流域での流域総合保全構想の検討プロセスを他流域に応用するために、流域の

現状把握や目標設定と事業実施方針等を決定するに当たっての、把握・検討すべき事項や

検討手順、検討方法・基準等を整理し、ガイドライン（手順書）としてまとめる。  
                             
 
 

土壌保全 

植生回復 
シカの保護

管理 
公園・県有林事業によ
る植生保護柵の設置   

（H9～）

治山事業による 
渓 流 縦 浸 食 の 防 止

（H14～） 

シカ個体数調整の実施
（H15～） 

○ 丹沢大山保全対策では、中津川エリ

アを保全再生重点区域に位置づけ。 
○ 特別保護地区を中心に 3 つの具体

的対策を重点的に実施。 

丹沢大山総合調査の初年度調査では、堂平の林

床植生の衰退した斜面で、4 ヶ月間に深さ 4 ミリ

の土壌浸食が確認された。 

○ これまで自然林内急斜面地では、一部の例を除

いて対策は実施されていない。 
○ 尾根沿いの緩斜面で効果のあった植生保護柵を

急斜面地にまで増設するには限界がある。 

 
現行植生保護柵の増設の限界

・構造 上の問題（急傾斜地で困難） 
・維持管理 の問題（大規模は破損リスク大）

・占有面積拡大 による問題（生息地分断）

・植生回復効果の即効性 に対する問題 

植生被度の違いによる 7/5 から 11/21 

（総降雨量 2344mm）における浸食深 

○林床植生が衰退した箇所は、急激な土壌浸食が発生。 
○既往事業とバランスの良い土壌浸食対策が急務。 

＜保全再生重点区域における取組の方向＞ 

 特別保護地区内の植生回復及び多彩な森林づくりによる生態系保全環境収容力の増進

とシカの保護管理の一体的推進による生物多様性の保全。 

これまでの経過 
総合調査の動き 

2004.4 
調査開始 

2004.8 
ｾﾐﾅｰ発表 

2004.10 
実行委員会にて要望

県の動き 2004.11～
詳細検討 

2004.10～
予算要求 

2005.4 
事業方針決定 

資料６ 参考資料 
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平成１７年度

丹沢大山保全緊急対策事業 実施の流れ

平成17年度

総
合
調
査

政
策
検
討

検
討
委
員
会

流
域
総
合
保
全

構
想
策
定
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

塩
水
川
流
域

総
合
保
全
構
想

新
手
法
開
発

土壌
浸食
実態
整理

土壌保全新手法案
検討・提案

事前準備（測量）

現地試験施工

モニタリング実施

資料整理 保全対策検証作業

7/1 3/10

8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1

10/17

第2回委員会

12/12

第3回委員会（仮日程）

2/6

第4回委員会（仮日程）

試験施工設計

委員会で
検討

委員会で
検討

保全構想
提案
（報告書）

＜第1回議題＞
①土壌保全新手法開発の進め
方について
②流域総合保全構想検討の
進め方について

＜第2回議題＞
①H17試験施工内容について（報告）
②塩水川流域の保全対策事業検証
結果について

＜第3回議題＞
①塩水川流域総合保全構想
の検討
②流域総合保全構想策定の
ガイドライン化の検討

＜第4回議題＞
①塩水川流域総合保全構想
の提案
②流域総合保全構想策定の
ガイドライン内容の検討

委員会で
検討

基本政策検討

目標設定・エリア区分

10/17企画部会
基本構想原案
・再生目標
・空間計画
・推進方針

個別事業実施計画検討
・事業手法・ガイドライン等

提言
素案

平成18年度

緊
急
対
策
事
業

総
合
調
査

4月 3月

7月 10月 1月

政策提言

ガイドラ
イン
提案

新手法
提案

委員会で
検討

モニタリング継続

現地試験施工

Ｈ19以降
新計画での
事業へ以降

＜第1回議題＞
①追加試験施工の検討
②流域総合保全構想策
定のガイドライン提案

5月

第1回委員会

＜第3回議題＞
①土壌保全手法
の提案

3月

第3回委員会

＜第2回議題＞
①追加試験施工
の決定
②土壌保全手法
の検討

9月

第2回委員会8/1

第１回委員会

（開催事務：アジア航測㈱）

（東京農工大学） （自然環境保全センター）

（作業全般：アジア航測㈱）

基本構想
目標等

たたき台作成

保全構想
たたき台作成

（作業全般：アジア航測㈱）

（東京農工大学） 設計

委員会で
検討

委員会で
検討

作成の考え方
整理（たたき台）

ガイドライン構成
のたたき台作成

委員会で
検討 委員会で

検討

ガイドラインの
たたき台作成

H17
報告書

H17
報告書

委員会で
検討
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資料８（参考資料）
主要施策・主要プロジェクトの事業量・事業費一覧（中津川エリア）

基本方向 主要施策 主要プロジェクト 実施内容 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
保護柵の設置 植生保護柵等整備・補修 4.40ha 3.00ha 0.67ha 13,419 28,100 13,197 2,090

植生回復モニタリング 1式 1式 491 980
立入防止柵 1166m 20m 540m 80m 38,990 0 0 0
木道 57.2m 196m 80.5m - 42.0m 9,748 16,414 5,498 11,980 12,205
植生保護柵 10.24ha 1.8ha 0.04ha 9,478 10,282 1,019

ブナ林の再生技術の開
発・推進及び再生整備

自然林再生試験（ﾏｲｸﾛｴｺｼｽﾃﾑの
追跡調査・ﾂﾘｰｼｪﾙﾀｰの改良）

1式 667

自然林再生試験（ﾂﾘｰｼｪﾙﾀｰの改良
等）

1式 484

ブナ種子採取・貯蔵・苗木育成試験 1式 667
ブナ種子の液体窒素保存技術の確
立

1式 483

ブナハバチの生態と被害調査 1式 1式 667 483

計 58216 0 2001 28146 20427 40080 25402 3070

大気・気象に係るモニタリ
ング調査等

広域実態調査 1式 630

根圏環境調査、生理・生態調査、ツ
リータワー設置等

1式 1式 1式 2,230 3,001 3,160

ツリータワー嵩上げ、気象観測装置
設置

1式 840

根圏環境調査、生理・生態調査、気
象観測等

1式 1,664

立地環境調査 1式 1,659
水文観測調査等 1式 3,990

計 2230 4471 3160 7313

その他の森林の
保全・再生

モミ、ウラジロモミ等の保
護

防護ネット設置 146枚 176枚 43枚 223枚 174枚 83枚 100枚 0 0 500 500 175 201 676

森林衰退域における植生
の回復

植樹 400本 100

計 500 500 175 201 776

除伐・間伐・枝打 10.32ha 0.82ha 13.86ha 41.61ha 34.8ha 34.57ha 14,765 596 5,854 15,373 26,791 21,181
上層木枝打 2.2ha 437
下刈 14.73ha 8.01ha 12.46ha 10.97ha 20.04ha 4.04ha 5,532 3,172 4,183 3,727 19,109 1,712
植栽・簡易施設 2.03ha 3.08ha 0.89ha 9,524 19,698 9,188
植栽・樹下植栽 1.31ha 6.9ha 8,926 5,562
防鹿柵設置 - 1.88ha 1.46ha 1.11ha 0 0 4,676 3,710
径路整備・修理 - 0 4,739 3,176 695 104 901 857
択伐 5.98ha 0
森林造成、本数調整伐、枝落し、
簡易施設

5.04ha 10.17ha 15,960 34,850

本数調整伐等 43.88 77,151
簡易施設 - 1,075
丸太柵工・筋工・積工等 1,324.4m 2,385m 9,304 11,859
広葉樹整備 6.23ha 6.12ha 14,060 4,043
植栽 2.09ha 10,290
下刈 1.11ha 1.7ha 0.98ha 329 492 326
つる切 31.4ha 22.57ha 1,995 661
保存木施業 0.84ha 945
林地保全 0 1,813
受光伐 46.25ha 7,770
防鹿柵設置 0.83ha 0
丸太筋工 14.68ha 3,580
人工林成林困難地の自然植生への
誘導

2.75ha 525

防鹿柵設置 2.07ha 0.32ha 0 0
植栽 2.07ha 8,505
下刈 0.97ha 0.97ha 210 205
本数調整伐等 4.84ha 21,650

ブナ林
や林床
植生等
の保全

ブナ林等立入り禁止区域
の設定等

人工林の複層林・混交
林・巨木林化

多彩な森林づ
くり

人工林成林困難地の自
然植生への誘導

事業量 事業費（千円）

ブナ等の後継
樹の保護・育
成

ブナ林や林床
植生等の保全

ブナの立ち枯
れ原因の調査
等

ボランティア
活動による森
林の保全

その他（広葉樹整備等）
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主要施策・主要プロジェクトの事業量・事業費一覧（中津川エリア）

基本方向 主要施策 主要プロジェクト 実施内容 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
谷止工 4個 7個 10個 6個 5個 6個 9個
山腹工 0.29ha 0.26ha 0.057ha 145,740 281,873 180,274.5 119,668.5 106,722 191,992.5 164,545.5 93,135
土留工 4個 5個 2個 2個 21個
法枠工 741.5m2

計 145,740 281,873 226,921 160,485 140,414 242,983 271,316 240,101

登山道の一時利用休止 ロープ柵 522m 67m 84m 4,176 6,615 6,604
植生復元工 0.06ha 1,853
土留柵工 0.019ha 1,896
むしろ伏工、（土留柵） - 0.1074ha 995 29,765

計 4,176 8,468 2,891 36,369

合計 203956 281873 228921.5 193306.5 172039 290599.5 336447.5 251260

シカ環境収容力等モニタリング 1式 1式 2,778 1,855
ニホンジカ累積的利用圧・餌資源量
調査、植生定点調査

1式 1式 1,043 1,046

生息密度調査、糞塊密度調査、シカ
個体数調査

1箇所 2箇所 1箇所 1箇所 266 2,522 640 455

間伐による林内環境変化調査、林分
構造と下草現存量関係調査

1式 1式 9,450 1,575

防鹿柵撤去 3,493m 7,598m 2,291m 11,130 19,425 5,944
小規模越冬地造成 9基 11,573
銃器によるニホンジカの捕獲 17頭 16頭 1,191 1,905

計 2,778 1,855 0 266 13,652 43,322 10,925

大型動物個体群
の孤立の解消

シカコリドー・緑
の回廊構想の推
進

シカコリドー・緑の回廊構
想の推進

丹沢大山鳥獣保護地区の拡張

希少動
植物の
保全

希少動植物の保
全

希少動植物の保
全対策の研究・
実施

動植物の生息・生育状況
に係る調査及び情報管
理・活用手法の検討・実
施

各種工事の環境配慮事例調査によ
るデータの収集、データ管理手法の
検討

希少動植物の保全対策
の研究・実施

植生回復モニタリング（希少植物の
回復状況調査）

1式 0

合計

オーバーユース
によるゴミやし尿
等の対策

ゴミやし尿等の対
策

ゴミ対策 森林衰退域放置ゴミのヘリ運搬 1式 1式 1式 900 900 1,800

し尿等の対策 トイレ設計、設置、監査 1式 1式 2,205 26,040
キャンプ等による
水質汚濁や河原
等の荒廃の防止

公園利用者に対する
フィールドマナーの徹底

階段、木橋、土留、標識 1式 10,332

特別保護地区指
定の見直しやそ
の他の保全手法
の検討・実施

冷温帯樹林、暖
温帯樹林及び沢
の保全手法の検
討・実施

冷温帯樹林、暖温帯樹林
及び沢の保全手法の検
討・実施

重点管理区域事前協議

計 11232 900 1800 2205 26040

大型動
物個体
群の保
全

シカ管理手法の導入の
検討・実施

登山道周辺の
植生の回復

オー
バー
ユース
対策等

ニホンジカ個
体群の管理

シカ管理手法
の導入の検
討・実施

ブナ林
や林床
植生等
の保全

その他の森林の
保全・再生

登山道周辺の崩壊地や
裸地の補修による植生
の回復

治山事業関連
多彩な森林づ
くり

登山道周辺の
崩壊地や裸地
の植生の回復

事業量 事業費（千円）
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③第３回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会資料 
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第３回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会 

 

会  議  次  第 
 

日時  平成 17 年 12 月 22 日（木）     
午後 1 時 00 分～5 時 00 分    

                  場所  かながわ県民活動サポートセンター 会議室 403 号 
 
 
 
 

８． 開会 
 
９． 議  題 
 （１）土壌保全手法試験施工の検証方法について 
 （２）塩水川流域総合保全構想について 
 
 
□配布資料 
 資料１   試験施工の実施状況 
 資料２－１ 丹沢大山保全緊急対策事業実施の流れ 
 資料２－２ 塩水川流域保全構想とガイドラインについて 
資料２－３ 中津川流域の概況（取りまとめ案） 
資料２－４ 塩水川流域の変遷（取りまとめ案） 
資料２－５ 塩水川流域総合保全構想の具体内容（案） 
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第３回丹沢大山保全緊急対策検討委員会 出席者 名簿 
 氏 名 所 属 役 職 出欠 

鈴木雅一 
 

東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 
（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  

出席 
 

石川芳治 
 

東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 
（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  

出席 
 

羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 
（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 

出席 

富村周平 株式会社富村環境事務所 代表取締役 
（山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部門】 

出席 

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
（シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部門】 

出席 
 

中村道也 NPO 法人丹沢自然保護協会 理事長 出席 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 世話人代表 欠席 
小宮芳男 環境農政部緑政課 課長代理 
峯村徹哉 環境農政部緑政課自然公園班 技幹 
山田博久 環境農政部緑政課自然公園班 副主幹 

山中慶久 環境農政部森林課 課長代理 
内海 規 県央地域県政総合センタ－農政部森林課 課長 
角田繁和 自然環境保全センタ－県有林部 部長 

オブザ－バ－ 
 

山崎和雄 自然環境保全センタ－自然保護公園部 部長 

蓮場良之 自然環境保全センタ－所長 
高橋長三郎    〃      研究部 部長 

山根正伸    〃      研究部 専門研究員 
永田幸志    〃      自然保護公園部野生生物課 主任技師 
内山佳美    〃      研究部 主任研究員 
小川吉平 アジア航測株式会社 

事務局 
 

甲賀秀和    〃 
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座 席 表 
 
 
              鈴木委員長  石川委員 
 
 
      中村委員                   羽山委員 

富村委員                   伊藤委員 
（プロジェクター）   

環境農政部森林課                     環境農政部緑政課 
県央地域県政総合センタ－                 自然環境保全センタ－ 
    農政部森林課                       県有林部 

自然環境保全センタ－ 
自然保護公園部 

 
 
事務局（録音等）     自然環境保全センタ－  事務局   
                                     
                     事務局 
 
                     事務局 
 

 出入口 
 
 

委員荷物置き場 
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施工箇所 

石川委員調査地 

対照区（未施工地）は周辺で検討中

 平成 17 年度試験施工位置図 

平成 17 年度試験施工施設配置図 
平成１７年度丹沢大山保全緊急対策事業  試験施工の実施状況 資料１ 
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１ リター捕捉ネット工 
（利点） 
・施工が容易である。  

（欠点） 
・ネットと杭木、ネットと

ネットの固定に使用する

マニラロープが解れて施

工しづらいため、針金等

に改める必要がある。 

・ネットは、ヤシ繊維ネットの規格に合わせて1.0mの二つ折りとし

なければならない。 

 

２ リター捕捉ロール工（タイプＡ・リター中詰め） 
（利点） 
・施工が容易である。  

（欠点） 
・ネットは、ヤシ繊維ネッ

トの規格に合わせて

1.0m をロール状に巻い

たものを使用しなけれ

ばならずロス率が大き

い。 
 

３ リター捕捉ロール工（タイプＢ・ネットのみ） 
（利点） 
・施工が容易である。  

（欠点） 
・杭木とネットの固定にあ

たり、タイプＡに比べ

てロール状に巻いたネ

ットが歪み易く、見栄

えが悪い。 
 

４ リター捕捉土のう積工（麻袋土のう） 
（利点） 
・目立った点無し  

（欠点） 
・ リターを詰めた土のう

形状が定まらぬため、

見栄えが悪く施工も困

難である。 

 
 
 

 
５ リター捕捉土のう積工（竹繊維土のう） 
（利点） 
・目立った点無し  
（欠点） 
・リターを詰めた土のう

形状が定まらぬため、見

栄えが悪く施工も困難で

ある。 
・土のうが華奢である上

に口を縛ることが出来な

いため、変形し易い。芝目串による固定も不可である。 
 

６ 木製筋工（竹繊維ネット） 
（利点） 
・横木の現地加工が必要であ

るが、施工は容易である。 
（欠点） 
・縦木と横木の固定にあたり、

鉄線による結束が困難であり、

かすがい止めにする等の改善

を要する。 
 

７ 木製筋工（ヤシ繊維ネット） 
（利点） 
・横木の現地加工が必要であ

るが、施工は容易である。 
（欠点） 
・縦木と横木の固定にあたり、

鉄線による結束が困難であり、

かすがい止めにする等の改善

を要する。 
・急斜面におけるネットの固定に細心の注意を要する。  
 

８ 急斜面用植生保護柵工（タイプＡ・特注品） 
（利点） 
・目立った点無し  
（欠点） 
・頑強な構造であ

るが故に材料が重

く、運搬、施工と

も困難である。 
・金網に重ねしろがないため、斜面では延長が極端に短くなる。  

単価：9 万 

単価：11 万 

単価：15 万 

単価：16 万 

単価：10 万

単価：10 万

単価：25 万
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・金網下部が空く構造であるため、改善を要する。  

 
９ 急斜面用植生保護柵工（タイプＢ・特注品） 
（利点） 
・目立った点無し  

（欠点） 
・タイプＢと同様、

過剰に頑強な構

造であるが故に

材料が重く、運

搬、施工とも困

難である。 
・金網に重ねしろがないため、斜面では延長が極端に短くなる。  
・金網下部が空く構造であるため、改善を要する。  
 
 

１０ 急斜面用植生保護柵工（タイプＣ・Ｄ イノシシ柵） 
（利点） 
・資材が軽量である上に、杭と支柱本体が独立しているなど画期的

な構造であるため、施工性が抜群に良い。 
・金網下部に取り付けるスカート部はシカやイノシシの侵入防止に

効果を発揮すると共に、リターのポケットとしての役割も果たす

ため、土壌浸食抑止効果は絶大と思われる。 
（欠点） 
・金網が 1650×2100 と大きいため、運搬がやや困難である。 
・支柱と金網を固定するインシュロックの数量及び規格が設計と実際の施工とで異なった。  
 
 

１１ 急斜面用植生保護柵工（タイプＥ・従来品(Ｃ型ポスト) 
（利点） 
・これまでに広く使用されてきたタイプである。  
 

（欠点） 
・タイプＣ・Ｄに比べて使用部品数が多く、施工性も悪い。  
・ 斜面での施工に際しては、支持線または筋交いが不可欠である。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

１２ 土砂浸食量測定枠工（無施設地比較用） 
（利点） 
・  
（欠点） 
・ひし形金網の加工が困

難である上に、ロス率が

大きい。 
・亜鉛鉄板、硬質塩ビ板

の数量が設計と実際の施

工とで異なった。 
 
 
 

１３ 土砂浸食量測定枠工（モニター用） 
（利点） 
・  
 
（欠点） 
・ひし形金網の加工が困難

である上に、ロス率が大き

い。 

 
 
 
 
 

単価：38 万 

単価：44 万 

単価：10 万

単価：7 万 

単価：4 万 

単価：2 万 
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資 料 ２ － １  



 77

 

 

1  地 理 的 概 況  

 
・ 位 置  
・ 面 積  
・ 標 高 、  
 
 
 
 
 
 
 
２  傾 斜  

 
・ 傾 斜 ( 小 流 域 平 均 )  
                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３  地 形 ・ 水 系  

                              
・ 中 津 川 内 計 画 区 別 面 積  

   
 
 
                            
 
 

 
 
 
 

 
 
 
４  地 質  

 
・ 主 な 地 質 と そ の 特 徴  
 （ 前 回 報 告 書 等 ）  
 
 
 
 
 
 
 
                            
５  植 生  

 
・ 塩 水 川 流 域 の 植 生 区 分 構 成  
（ 割 合 ）  

                              
 
 
 
 
 
 
 
 

６  法 規 制 ・ 計 画 区 分  
 ・ 自 然 公 園 特 保  
 ・ 鳥 獣 保 護 区  
 
 ＊ 以 下 は 中 津 川 エ リ ア 全 域  

・ 保 安 林  
・ 自 然 公 園  
・ 水 源 エ リ ア  

 
 ＊ 追 加 案  
 ・ シ カ 保 護 管 理 ユ ニ ッ ト 区 分  

資 料 2-3  

中 津 川 流 域 の 概 況 （ 取 り ま と め 案 ） ～ ア ト ラ ス 中 津 川 ～  ＊ 図 面 の 左 側 コ メ ン ト は 記 載 す る 内 容 （ 案 ）  
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７  土 地 所 有  

・ す べ て 県 有 林  
  
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
８ - 1  ニ ホ ン ジ カ 分 布 （ 丹 沢 全 域 ）  

・ ア ト ラ ス 丹 沢 よ り 抜 粋  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8 － ２  ニ ホ ン ジ カ 分 布 （ 中 津 川 エ リ ア ）  

・ 中 津 川 エ リ ア 拡 大  
 
 
 
 
                              
 
 
 
 
 

９ - 1  ニ ホ ン ジ カ 生 息 環 境 評 価 ： 林 床 植 生 衰 退 度 （ 丹 沢 全 域 ）  

・ ア ト ラ ス 丹 沢 よ り 抜 粋  
 塩 水 川 流 域 、特 に 丹 沢 山 - 堂 平

に 辺 り は 、 丹 沢 で も 最 も 林 床 植

生 の 衰 退 が 進 行 し て い る 。  
 
・ 今 後 の 課 題   
 堂 平 土 壌 浸 食 量 調 査 の 植 被 率

8 0 ％ 、4 0 ％ 、１ ％ と 対 応 さ せ る 。 
 
 
 
 
９ - 2  ニ ホ ン ジ カ 生 息 環 境 評 価 ： 林 床 植 生 衰 退 度 （ 中 津 川 エ リ ア ）  

・ 中 津 川 エ リ ア 拡 大  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 0  人 工 林 齢 級  

・ 塩 水 川 流 域 の 齢 級

構 成 を 示 す  
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＊作成目的：流域の総合保全構想を検討するにあたって、流域の変遷を具体的に把握する。 
＊作業経過：材料収集、加工。 
＊今後：○足りない情報を追加、○グラフ化など必要な加工、○考察（取りまとめ）し、構想に生かす 

ブナ林域の変遷 

１９４７年 １９７７年 ２００４年 

   

（現在の状況） 

ブナ林内（土壌浸食量量調査地の状況） ＊石川委員より提供 
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塩水川流域の変遷（取りまとめ案）～景観域ごとの変遷～ 

＊ガリー浸食の状況 

資料２－４ 
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人工林域の変遷 

１９４７年 １９７７年 ２００４年 
   

 
 

渓流域の変遷 

１９４７年 １９７７年 ２００４年 
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④第４回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会資料 
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第４回 丹沢大山保全緊急対策検討委員会 

 
 

会  議  次  第 

 
日時  平成 18 年 3 月 14 日（火）     

午後 1 時 30 分～5 時 00 分    
                  場所  厚木商工会議所 会議室 303 号 
 
 
 
 

１． 開会 
 
２． 議  題 
 （１）塩水川流域総合保全推進モデル（仮称）と策定ガイドラインについて 
 （２）土壌保全新手法開発における平成１８年度試験施工の考え方について 
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第４回丹沢大山保全緊急対策検討委員会 出席者 名簿 
 氏 名 所 属 役 職 出欠 

鈴木雅一 
 

東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 
（水と土再生 TL）【森林・水・土部門】  

出席 
 

石川芳治 
 

東京農工大学大学院共生科学技術研究部 教授 
（水・土 GL－水と土再生 T）【土木・土壌部門】  

出席 
 

羽山伸一 日本獣医畜産大学 助教授 
（政策検討 WGL）【自然再生事業部門】 

欠席 

富村周平 株式会社富村環境事務所 代表取締役 
（山のなりわい複合戦略 GL－地域再生 T）【森林部門】 

出席 

専門委員 
 
 

伊藤雅道 横浜国立大学大学院環境情報研究院 助教授 
（シカ影響調査 GL－生きもの再生 T）【シカ影響部門】 

欠席 
 

中村道也 NPO 法人丹沢自然保護協会 理事長 出席 NPO 団体 
池野 正 丹沢大山ボランティアネットワ－ク 世話人代表 出席 
小宮芳男 環境農政部緑政課 課長代理 出席 
峯村徹哉 環境農政部緑政課自然公園班 技幹 出席 
山田博久 環境農政部緑政課自然公園班 副主幹 出席 

－ 環境農政部森林課 課長代理 欠席 
内海 規 県央地域県政総合センタ－農政部森林課 課長 出席 
角田繁和 自然環境保全センタ－県有林部 部長 出席 

オブザ－バ－ 
 

山崎和雄 自然環境保全センタ－自然保護公園部 部長 出席 

蓮場良之 自然環境保全センタ－所長 
高橋長三郎    〃      研究部 部長 

山根正伸    〃      研究部 専門研究員 

井田忠夫    〃      自然保護公園部自然公園課 主査 
永田幸志    〃      自然保護公園部野生生物課 主任技師 
内山佳美    〃      研究部 主任研究員 
小川吉平 アジア航測株式会社 

事務局 
 

甲賀秀和    〃 
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                                                          スクリーン  

 
                                                   
                                                  石川委員  
                                     
                                                  鈴木委員長  
                                                   
                                                  富村委員  
                                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
       出入口                                    出入口  
 
 

中

村

委

員  
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央－  
地農  
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セ  
ン

環  
境  
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部課

 

環  
境  
農緑  
政政  
部課  

池

野

委

員  

自  
然  
環  
境県  
保有  
全林  
セ部  
ン  
タ  
―

自  
然  
環自  
境然  
保保  
全護  
セ部  
ン  
タ  
―  

 事務局（自然環境保全センタ

ー）

事務局（アジア航測）  

プロージェクター  

座   席 

表
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資料 4 
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森林内のシカ採食圧を原因とする土壌浸食の対策工法の比較の考え方 資料５

手法検討基準
　・自然の力の活用（毎年供給されるリターの活用）
　・天然素材の利用(環境負荷を最小限にする）
　・景観の維持（自然公園の景観を調和させる）
　・維持管理の容易な構造（一部の破壊が浸食の拡大を招かないように）

対策実行場所の特性（森林内のシカ採食圧を原因とする土壌浸食地）
　・上層木があり、リターが毎年供給される（従来の山腹裸地との違い）
　・植生衰退により地表面が裸地化しているが、土壌は撹乱されていない。

自然力 天然素材 景観 維持管理
効果発現

期間

従来工法 筋工（山腹緑化工） 勾配の緩和 1～２年

従来工法の応
用事例

亀甲金網柵工 リター堆積 1～２年
落葉供給があり、極端な風
衝地でない場所

植生保護柵改良型 植生回復 ５～８年

リター捕捉工 リター堆積 1～２年
落葉供給があり、極端な風
衝地でない場所

筋工改良型 勾配の緩和 1～２年

今回検討手法

評価基準

備考工法区分具体工法区分

  




